事　業　計　画　書

令和6年度

　

社会福祉法人　小国町社会福祉協議会
サポートセンター第二悠愛
障がい者支援施設　サポートセンター第二悠愛
　　　　　（第二悠愛活動支援センター　園内授産作業所　柿の木授産作業所　愛あい工芸）
障害福祉サービス事業所　悠工房
　　　　　　　　　　　　（悠遊工房　らくらく窯　廃油回収事業）
障害福祉サービス事業所　就労支援センター陽なたぼっこ
　（高齢者等向け配食サービス　就労支援事業　農福連携レストランすずかれん　移動販売事業
農産物販売所「むすびし」）
大豆工房　小国のゆめ
（農福連携と6次産業化ＰＪ　業務受託　農福連携レストラン天空の豆畑　平飼い農園おぐにん卵）
第二悠愛グループホーム事業所（介護サービス包括型）
第二悠愛日中グループホーム事業所（日中サービス支援型）
第二悠愛自立生活援助センター
第二悠愛短期入所事業所
第二悠愛相談支援センター
（生計困難者レスキュー事業）
小国町地域活動支援センター
１　施設の方針

《理　　　　念》
《ご利用者がその人らしく幸せな人生をおくれるよう支援いたします。》

《基　本　方　針》
１、　人権の尊重

利用者の人権侵害を決して許さず、利用者の利益を最優先します。

2、 利用者主体のサービス提供

　　　　利用者一人ひとりの自己実現をめざし、利用者のニーズに基づく利用者主体のサービスを提供します。

3、 信頼性の確保

　　　　サービスの質を点検し自己評価を進めるとともに、第３者評価や苦情解決等の仕組みを積極的に活用してサービスの質の向上に努め、常に信頼を受ける存在となることをめざします。

4、 職員の資質、専門性の向上

社会福祉及び経済活動の専門性を高めるため、積極的に施設内外の研修等にてたゆまぬ自己研鑽に努めます。

5、 施設経営の透明性の堅持

　　　　計画性を持った健全で活力ある施設経営に励むとともに、情報公開に努め、施設経営の透明性を堅持します。

６、　地域福祉の推進

　　　　施設の専門性を生かしながら、地域社会の一員として、積極的に地域福祉を推進します。

○　運営方針
私たちは、施設利用者の快適な生活及び活動拠点と、適切なサービスを提供するために、以下の点に配慮します。
１　自立とは、できるできない、わかるわからないに関わりなく、その存在が許される場所に立脚した自由と選択の中で自己実現を果たすことです。
２　終わりの見えない訓練を強いられることで絶え間ない不安にさいなまれる、あるいは自己を否定され続けて深刻な自我崩壊に陥ることに起因する、退行や自他害行為といった問題行動は、外因性の障がいであって、けっして本人だけに改善を求めません。
３　主従関係による指導者としての見地から脱却し、本人の主体性を尊重する支援者として信頼関係を構築していきます。
４　社会参加を果たそうという意欲を生み出すために、私たちが支援協力してくれるという安心を提供します。
５　過去から現状を分析（アセスメント）する理解と、現状から未来を計画（プランニング）する援助は、けっして偏見や管理といった閉塞的な罠に陥らないように検討を重ねていきます。
６　あらゆる場面において、個人を取り巻く認識のギャップを埋め合わせるように尽力するとともに、権利擁護の見地から地域社会においても障がいに対する理解を求め、妥協点を模索していきます。
７　利用者の声を施設運営に反映させるとともに、第三者の評価や苦情解決制度を取り入れて、積極的な情報開示を推進し、透明性のある施設運営を目指します。
８　利用者は、職員と同じ生活者であるとともに、小国町の住民であることを忘れることなく、人権を尊重し各々のライフステージを考慮した生活環境を提案し、その多様性を受容します。
９　個別のニーズとその背景にあるものを的確に把握し、個人の希望が受け入れられる環境を整備しながら、その支援体制をコーディネートしていきます。
10　だれもが、一定のルールに従い、それぞれの仕方でそれぞれの幸福を夢見て追求し参加できる社会を構築していくために、小国町に福祉コミュニティーを創設します。
２　令和６年度事業計画
2022年6月、国連による障害者権利条約・初回審査により勧告が行われました。
一般原則に関する事項では、
· 障がい者政策に関する審議に、障がい当事者の参加を推進
· 医療モデル的な要素を除き、社会的包摂と参加のための地域社会での支援
· 意思決定において、合理的配慮の上、多様な障がい者団体等との協議を行い決定
· 優生思想的な社会意識の問題（津久井やまゆり園に関する問題）
· 障がい者団体・組織との密接な関与による専門職の意識・スキルの向上
特定の権利では、
· 基本的な人権（憲法第10条）・・・意思決定支援
· 法の前の平等（第12条）・・・代理意思決定の廃止（成年後見制度に関して）
· 司法へのアクセス（第13条）・・・障がい者の司法手続きへの参加　合理的配慮
· 自由と安全（第14条）・・・非自発的な入院（医療保護入院等）および治療の廃止
· 非人道的扱いまたは刑罰からの自由（第15条）・・・精神科病院に関するモニタリングメカリズムの必要性
· 自立生活と地域社会への参加（第19条）・・・地域移行、脱施設化への強い促進。障がい者の人権モデルに基づいた社会参加
· 教育（第24条）・・・分離された特殊教育を停止するために、障がいのある子供がインクルーシブ教育を受ける権利を認め、インクルーシブ教育の国レベルの行動計画
· 医療（第25条）・・・精神障害者に対する地域における精神保健福祉システムの推進
2021年社会福祉法の改正で重層的支援体制整備事業により、包括的相談支援事業（断らない相談支援など）や参加支援事業、地域づくり事業、アウトリーチ等を通した継続的支援事業、他機関協働事業が示されました。それ以降も法改正が行われましたが、国際的基準からは障がい者の意思決定支援や地域共生社会の構築には十分ではなく、施設入所や医療保護入院などは人権侵害に近い施策であり強く改善が求められました。
また、社会福祉法人の制度改革が行われる背景には、2040年問題があります。これまで、団塊世代が75歳以上の後期高齢者となる2025年が、介護需要の増大と介護サービス確保のため大きな課題となっていました。しかし、2040年問題は、日本の社会構造が劇的に変化するためより大きな課題になると考えられています。「これまで対処を怠ってきた二つの不均衡が極限に達する」のが、2040年です。
第一に、「世代間の不均衡」が著しい水準に達します。日本の人口が1億1千万人に減少し、現役世代（生産年齢人口）1.5人が1人の高齢世代を支えることになります。80歳以上の人口が高齢人口の3割近くになり、高齢世帯の単独世帯が4割を超え、高齢世帯の孤立化が進行します。女性の就業率上昇などでカバーされてきた現役世代も、約1750万人減少すると考えられています。
第二に、「東京圏と地方の人口不均衡」が限界に達します。日本の高齢人口は、2040年から減少し始め、それ以上に地方における現役世代の流失と減少が進行します。日本創生会議が、2040年までに出産年齢の女性が5割以上減少する自治体を消滅可能性自治体として、その数が896市町村であるとして話題になったことは記憶に新しいはずです。熊本県下でワースト3位の小国町も消滅可能自治体に含まれています。一極集中が加速する東京都は、出生率が低く子どもを産み育てることが最も困難な都市です。東京都の75歳以上は前年比1万9千人増の163万9千人（令和2年）で、右肩上がりで増え続けています。出生率が最低である上、後期高齢者も増大するのが、東京都の内情です。
人口流失と共に、子どもや高齢者が減少する地方では、福祉サービスを担っている社会福祉法人などの経営が困難になると考えられています。現在でも、福祉サービスを担う事業者の内、昇給や投資資金を確保することが難しい小規模法人などが、人材確保や投資ができないために事業の縮小や廃止を余儀なくされています。このような現状にあって、住民の社会生活を支えるエッセンシャルワークとしての福祉サービスを維持していくために、法人の大規模化による効率性やスケールメリットによって生き残っていくことが期待されています。
社会福祉法人等が担う福祉サービスは、昭和20年代の戦後の混乱した社会状況の中で、政府（行政）は民間の福祉サービスに頼らなければ社会福祉を維持することをできませんでした。民間もまた、行政の支援なしには事業を継続することはできませんでした。これ以降、措置委託制度により、民間の福祉サービスは行政に依存し、公金を支出する行政の監視の下で福祉サービスが提供されてきました。平成12年社会福祉基礎構造改革によって、市場原理によって効率化を図る視点と民間法人による自主的な活動が可能になりました。こうした経緯の中で、社会福祉法人は、各法人の工夫により柔軟で多様な実践を行ってきました。
しかしながら、地域のニーズに応じた多様なサービスを提供するための規制緩和が行われたとはいえ、社会福祉法人が許認可権を持つ行政側の監視を受ける規制産業（公の支配に属する事業）であることには変わりありません。社会福祉法人の残余財産は、最終的には国庫（国民の財産）に帰属します。社会福祉法人制度の根幹である「公共性」「公益性」「非営利性」を守りつつ、現行制度の中で自主性・自律性を発揮しながら法人価値を高め、現行制度の不備は自らの行動によって変更することが求められています。
社会福祉法人の存在意義は、地域福祉に貢献することであり、現在の社会の在り方を福祉の視点から捉え直し、共生社会の原理を構築することです。その為の新たな指針となるのは、ＳＤＧｓ「我々が世界を変革する；持続的な開発のための2030アジェンダ」です。ＳＤＧｓは、17の目標を掲げ、「誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会」の実現を打ち出しています。小国町は、「ＳＤＧｓの理念に基づき、地熱と森林というユニークかつ豊富な地域資源をより積極的に活用することで、これまでの経験や取組の成果を社会面や経済面にも波及させることにより、町内外の産官学民の連携のもと、持続可能なまちづくりをさらに推進します」として、2018年にＳＤＧｓ未来都市に選定されています。小国町社会福祉協議会は、熊本県ＳＤＧｓに登録されています。
2040年に向けて人口減少（約200人減／年）と少子高齢化、生産年齢流失が進行する小国郷で、サポートセンター悠愛が地域社会に果たす役割は、ますます大きくなると考えられます。特に、令和2年度からの中長期計画を遂行することが重要だと考えています。
サポートセンター悠愛（障がい福祉課・児童福祉課）の令和2年度からの中長期計画（5年間）で実現を目指している障がい者支援施設の解体については、小国町社協にとっても大きな節目の一つです。町立小国学園の民営化により誕生したサポートセンター悠愛の発展は、中核施設であった障がい者支援施設サポートセンター第二悠愛の収益なくしては、グループホームや就労系事業所開設を実現することはできませんでした。しかしながら、障がい者の地域移行によって生活の質が豊かになり、最重度障がい者も含め活き活きと暮らすことを知り、障がい者支援施設という大舎制集団生活というシステムの限界を感じています。当法人の理念である「ご利用者が、その人らしく幸せな人生をおくれるよう支援いたします」に従えば、障がい者支援施設の解体が、唯一の選択肢だと考えています。
また、福祉型障がい児入所施設においても、小規模化と地域分散という流れが滞ることは考えられません。日本における児童養護施設に該当する施設が実質的に廃止されている国も多く、日本はこれらの取り組みが遅れており、例えば2010年前後の国際比較では制度の違いがあるものの、里親委託率の上位ではオーストラリア93.5%、アメリカ77%、イギリス71.7%で、低率なイタリアでも49.5%であるに対し、日本では里親及びファミリーホームへの委託率は23.5%（2021年3月）であり、国連や人権団体などからそのことを改善するよう勧告されています。さらに欧米諸国においては、要保護児童のケアにあたっては「パーマネンシー（施設でも里親でもない永続的な家庭で育つこと）」という概念が重視され、児童を実親の元に戻すための親子を一つの単位としたケアが最優先されています。パーマネンシーの理念とは、児童にとって、「養育者」や児童を取り巻く「養育環境」を安定的で継続的なものに保つべきである、とする考えです。今後、児童入所からグループホームへとつながるケースも増えていくはずです。令和6年度からの報酬改定では、「地域生活に向けた支援の充実」「小規模化等による質の高い支援の提供の推進」「支援ニーズの高い児への支援の充実」「家族支援の充実」が挙げられています。令和2年度からの中長期計画には、現悠希寮をサポートセンター第一悠愛の自活訓練施設として活用することも盛り込まれています。
しかしながら、障がい者支援施設の解体を主要目標とする中長期計画を実現するためには、入所支援を受けている30名の利用者の受け皿が必要です。これを、日中サービス支援型グループホームの建設によって実現する計画です。今後必要になる資金は、第二悠愛活動支援センターの事務機能設置（20,000千円）、日中サービス支援型グループホーム1棟（又は介護サービス包括型2棟）建設費用（250,000千円）、施設内入所施設の改修費用（10,000千円）と莫大な投資が必要です。但し、円安や資材・人件費の高騰などを受け、建設費用が高騰しており、時期については法人の財務状況によって延期される見通しです。
しかしながら、障がい者支援施設の解体は、障がい児入所施設から障がい者支援施設ではなく、地域へとつながる小国郷の福祉コミュニティー（共生社会）の完成に向けての試金石です。これは、少子高齢化や人口減少によって衰退する小国町を再興するための手段の一つになるはずです。障がい者や高齢者が住みやすい街を作っていくことは、地域住民の安心と希望、そして雇用を生むことになります。これこそは、地域福祉を推進する中核団体である小国町社協の使命であると考えています。
ヴィズ・ポストコロナ時代を展望するとき、衰退する地域コミュニティーに代わる福祉コミュニティーの構築こそが、障がい児・者や高齢者が輝く共生社会を実現し地方にある小国郷の再興に寄与することを信じて、挑戦していくことになります。
一部を除き2024年4月に施行される障がい者総合支援法の一部を改正する法律案が成立しました。改正の趣旨は、「障害者等の地域生活や就労の支援の強化等により、障害者等の希望する生活を実現するため、①障害者等の地域生活の支援体制の充実、②障害者の多様な就労ニーズに対する支援及び障害者雇用の質の向上の推進、③精神障害者の希望やニーズに応じた支援体制の整備、④難病患者及び小児慢性特定疾病児童等に対する適切な医療の充実及び療育生活支援の強化、⑤障害福祉サービス等、指定難病及び小児慢性特定疾病についてのデータベースに関する規定の整備等の措置を講じる。」です。
　住まいについては、グループホームの入居者の内、一人暮らし等を希望する人が、アパートなどへの暮らしに移れるように支援して定着を支援することを明確化しました。就労については、働き方の選択を支える「就労選択支援」を創設します。精神保健福祉法の改正事項としては、医療保護入院で市町村長が同意するケースを広げるほか、入院時に入院期間を6か月以内の範囲で決める仕組みを導入します。また、入院患者のもとを第三者が訪問して傾聴、情報提供する「入院者訪問支援事業」を都道府県の事業として設けます。精神科病院においても、虐待を都道府県等に通報することを義務付けます。難病患者については、都道府県・政令市が「登録者証」を発行し、福祉サービスを円滑に利用できるようデータ収集を強化します。その他、都道府県知事が行う事業所指定の際に、市町村障害福祉計画に整合しているかどうか市町村長が意見を申し出る仕組みを創設します。
　これらの改正の中で、障害福祉事業者等から多く寄せられた意見が、一人暮らしなどを希望する障がい者を対象にした有期限・通過型グループホームの創設です。「親亡き後が心配」「終の棲家であるはずのグループホームから出される」「そもそもグループホームが足りない現状で、時期尚早である」また、日中サービス支援型グループホームをフランチャイズ化して全国展開している事業所もあり、福祉サービスとしての質が問われています。その他、精神疾患を抱えた人の強制入院の一つ、医療保護入院の改正についても議論されました。これは、患者の家族が同意・不同意の意思表示をしない場合、市町村長が同意できるようにします。これにより、本来は縮小を目指すべき医療保護入院の件数が増えるのではないかと懸念されています。
　国連の障がい者権利委員会は、令和4年9月9日、障がい者権利条約によりスイスで実施した日本政府への初審査の総括所見（勧告）を発表しました。特に、「グループホームを含む特定の生活形態に住むことを義務付けられないように」と、障害児・者の施設収容廃止（脱施設化）を求め、地域で他の人と対等に生活するための支援に予算配分することを求めました。また、精神科病院での無期限の入院を止め、医療保護入院（非自発的入院）の廃止を求めています。教育については、「インクルーシブ教育」を推進するため、障害児を分離した特別支援教育の中止を要請しました。全体を通して、「代替的な意思決定支援体制の廃止を視野に入れ、すべての差別的な法規定と政策を廃止すること」を勧告しています。その中心的な思想は、人権尊重と共に医療モデルや父権主義（パターナリズム）の脱却です。
令和6年度障害福祉サービス等報酬改定の基本的な方向性は、下記のとおりです。特に影響がある部分は、詳細を記入しています。
「障がい者が希望する地域生活を実現・継続するための支援の充実」
（1） 地域生活支援拠点等の整備の推進を含めた障がい者の地域移行の促進
1 地域移行を促進するための取組
〇　障がい者支援施設のすべての入所者に対して、地域移行及び施設外の日中サービス利用の意向を確認し、希望に応じたサービス利用にしなければならないことを指定基準に規定する。
〇　本人の希望に応じたサービス利用に実効性を持たせるため、障がい者支援施設の指定基準に、「地域移行及び施設外の日中サービス利用の意向確認を行う担当者を選任すること」「意向確認のマニュアルを作成すること」を規定し、義務化する。令和６年度から努力義務化し、令和８年度から義務化すると共に減算の対象にする。
〇　地域移行への動機づけ支援として、グループホーム等の見学や食事利用、地域活動への参加等を行った場合の評価を行う。
〇　障がい者支援施設から地域へ移行した者がいる場合、新たに加算で評価を行う。
〇　施設入所支援、生活介護の基本報酬における利用定員ごとの報酬設定を、10人ごとに設定する。
〇　生活介護等の送迎加算において、障がい者支援施設と隣接していない日中活動系の事業所への送迎を加算の対象とする。
〇　障がい者支援施設が担う役割や機能等に関して整理しつつ、更なる地域移行をすすめていくための調査研究の実施や検討の場を設ける。
2 地域生活支援拠点等の機能の充実
3 自立生活援助及び地域定着支援の対象者の明確化
4 自立生活援助におけるサービス提供体制の推進等
〇　利用者の支援の必要性に応じて、概ね週1回を超えて訪問による支援を集中的に実施した事業所に対する加算を新設する。
〇　効果的な支援の提供が可能と認められる場合には、月1回の訪問に加えて、テレビ電話等を活用した支援が可能となるよう、サービス提供の方法を弾力化するとともに、基本報酬を見直す。
〇　併設する相談支援事業所において地域相談支援の業務に従事する相談支援専門員を配置することで、自立生活援助の人員基準を満たすことにする。
（2） グループホームにおける一人暮らし等の希望の実現、支援の事態に応じた適切な評価
1 グループホームから希望する一人暮らし等に向けた支援の充実
〇　グループホーム入居中に一人暮らし等を希望するに至った利用者を含め、一人暮らし等に向けた希望を持つ利用者に対する支援を実施するため、入居中及び退去後の定着に向けた支援を評価する。
2 支援の実態に応じた報酬の見直し
〇　障がい支援区分ごとの基本報酬について、重度障がい者の受入などサービスの支援内容の実態や収支状況の調査結果を踏まえた見直しを行いつつ、サービス提供時間の実態に応じた報酬水準へと見直す。
3 共同生活援助における支援の質の確保
〇　共同生活援助等の居宅系サービスにおいて、支援の質を確保する観点から、各事業所に地域と連携する会議体を設置する等、地域関係者を含む外部の目（又は第三者による評価）を定期的に入れる取組を導入する。但し、令和６年度までは経過措置として、事業者の努力義務とする。
〇　共同生活援助事業者において整備が義務付けられている会計に関する諸記録として、利用者から徴収した食材料費等にかかる記録が含まれることや、食材料費等として徴収した額については適切に管理すべき旨を改めて開示する。
4 個人単位の居宅介護等の利用の特例的取扱い
5 地域の実態を踏まえた事業所指定
（3） 障がいの重度化や障がい者の高齢化など、地域のニーズへの対応
1 通院等介助等の対象要件の見直し
2 熟練従業者による同行支援の見直し
3 同行援護の特定事業所加算の加算要件の見直し
4 訪問系サービスの国庫負担基準の見直し
（4） 地域における自立した生活を送るための機能訓練・生活訓練の充実等
1 社会生活の自立度評価指標（ＳＩＭ）の活用と報酬上の評価
2 ピアサポートの専門性の評価
3 支給決定の更新の弾力化
4 自立訓練（機能訓練）における提供主体の拡充
5 リハビリテーション職の配置基準
6 高次脳機能障害を有する者への支援に対する評価
（5） 相談支援の質の向上や提供体制を整備するための方策
1 質の高い相談支援を提供するための充実・強化
〇　支援の質の高い相談支援事業所の整備を推進するため、一定の人員体制や質を確保する事業所向けの機能強化型の基本報酬及び算定要件の見直しを行う。
〇　地域体制強化共同支援加算について、地域生活支援拠点等と連携し、かつ、協議会の構成員となっている相談支援事業所である場合についても対象に加える。
〇　モニタリング期間について、地域移行に向けた意思決定支援の推進やライフステージの変化が著しい児童期の特性の観点から、モニタリング期間を標準より短い期間で設定することが望ましい場合を追加する。
〇　対象者の状況を踏まえたサービス等利用計画・障がい児支援利用計画を作成する観点から、指定基準において、各サービスの個別支援計画について、相談支援事業所への情報提供を義務化する。
2 医療等の多様なニーズへの対応
〇　医療等の他機関連携のための各種加算について、多機関連携の推進や業務負担を適切に評価する観点から、加算の対象となる場面や業務、算定回数などの評価の見直しを行う。
〇　支給決定際して市町村に提出された医師意見書について、本人の同意を得た上で、相談支援事業がサービス等利用計画・障がい児支援利用計画案の作成に活用できる旨、周知する。
（6） 強度行動障害を有する障害者等への支援体制の充実
1 強度行動障害を有する障害者等への支援体制の充実
〇　強度行動障害を有する児者のうち、行動関連項目の合計点が非常に高く、支援が困難な状態にある児者の受け入れ拡大や支援の充実の観点から、１０点という区切りだけではなく、点数が非常に高い児者を受け入れて適切な支援を行った場合にも評価を行う。その際、各事業所において強度行動障害を有する児者に対するチーム支援の実施をマネジメントする中心的な役割を果たす人材（中核的人材）を配置した場合の評価を行う。
〇　強度行動障害を有する者のグループホームにおける受入態勢を強化するため、利用者の状態や環境の変化に適応するための初期のアセスメント等の評価を行う。
2 状態が悪化した強度行動障害を有する児者への集中的支援
3 行動援護における短時間の支援の評価
4 行動援護の特定事業所加算の加算要件の見直し
5 重度障がい者等包括支援における強度行動障害を有する児者などに対する支援
（7） 障がい者の意思決定支援を推進するための方策
1 意思決定支援の推進
〇　相談支援及び障害福祉サービス等の指定基準において、事業者は、利用者の意思決定の支援に配慮するように努めなければならない旨明記する。
2 障がい児支援におけるこどもの最善の利益の保障
〇　障がい児支援において、障がい児等の意思の尊重、こどもの最善の利益の優先考慮の下で、障がい児支援利用計画や個別支援計画の作成、個別支援会議等の実施、支援の提供を進めることを求める。
「障がい者が希望する地域生活を実現する地域づくり」
（1） 医療的ケア児の成人期への移行にも対応した医療的ケアの体制の充実
1 医療的ケアが必要な者などの受入体制の拡充
（2） 重度障がい者が入院した際のコミュニケーション支援の充実
1 入院中の重度訪問介護利用の対象拡大
（3） 障がい者支援施設等における医療機関との連携強化・感染症対応力の向上
（4） 相談支援と医療との連携のさらなる促進
「社会の変化等に伴う障がい児・障がい者のニーズへのきめ細かな対応」
（1） 障がい者の多様なニーズに応じた就労の促進
1 就労移行支援事業所の利用定員規模の見直し
2 支援計画会議実施加算の見直し
（2） 就労継続支援Ａ型の生産活動収支の改善と効果的な取組の評価
1 スコア方式による評価項目の見通し
〇　経営状況の改善や一般就労への移行等を促すため、スコア方式による評価項目については、以下のように見直すと共に、事業所のスコアを公表する仕組みを設ける。
· 労働時間の評価について、平均労働時間が長い事業所の点数を高く設定する。
· 生産活動の評価について、生産活動収支が資金総額を上回った場合には加点、下回った場合は減点する。
· 事業者の経営改善等への取組が一層評価されるよう、「生産活動」のスコア項目の点数配分を高くする等、各評価項目の得点配分の見直しを行う。
· 利用者が一般就労できるよう知識及び能力の向上に向けた支援の取組を行った場合について新たな評価項目を設ける。
2 経営改善への取組状況による評価
〇　経営改善計画書未提出の事業所及び数年連続で経営改善計画を提出しており、指定基準を満たすことが出来ていない事業所への対応として、自治体による指導を行うとともに、新たにスコア方式に経営改善計画に基づく取組を行っていない場合の減点項目を設ける。
（3） 就労継続支援Ｂ型の工賃向上と効果的な取組の評価
1 平均工賃の水準に応じた報酬体系の見直し
〇　工賃の更なる向上のため、平均工賃月額に応じた報酬体系について、よりメリハリをつけた報酬設定に見直す。
〇　「利用者の就労や生産活動等への参加等」をもって一律に評価する報酬体系について、収支差率を踏まえて基本報酬を見直す。
〇　多様な利用者への対応を行う事業所について、更なる手厚い人員配置ができるよう、新たに人員配置「６；１」の報酬体系を創設する。
〇　目標工賃達成指導員配置加算を算定している事業所が、工賃向上計画に基づき、工賃を実際に向上させた場合の加算で評価する。
2 平均工賃月額の算定方法の見直し
〇　事業所の中には、障がい特性等により利用日数が少ない方を多く受け入れる場合があることを踏まえ、平均利用者数を用いた新しい算定式を導入する。
（4） 就労定着支援の充実
1 スケールメリットを考慮した報酬の設定
2 定着支援連携促進加算の見直し
3 支援終了の際の事業所の対応
4 実施主体の追加
5 就労移行支援事業所等との一体的な実施
（5） 効率的な就労系障害福祉サービスの実施
1 就労系障害福祉サービスを一時的に利用する際の評価
2 休職期間中に就労系障害福祉サービスを利用する際の対応
3 就労系障害福祉サービスにおける施設外就労に関する実績報告書の提出義務の廃止等の見直し
4 基礎的研修開始に伴う対応
5 施設外支援に関する事務処理の簡素化
（6） 新たに創設される就労選択支援の円滑な実施
1 就労選択支援の対象者
〇　平成7年10月から、就労継続支援Ｂ型の利用申請時に、原則として就労選択支援を利用する。また、新たに就労継続支援Ａ型を利用する意向がある者及び就労移行支援における標準利用期間を超えて利用する意向のある者は、支援体制の整備状況を踏まえつつ、令和9年4月以降、原則として就労選択支援を利用する。
2 実施主体の要件
〇　障がい者就労支援に一定の経験・実績を有し、地域における就労支援に係る社会資源や雇用事例などに関する情報提供が適切にでき、過去3年間において3人以上、通常の事業所に新たに障碍者を雇用させている就労系事業所等。
3 従業者の人員配置・要件
4 支給決定期間
〇　支給決定期間は1か月を原則とし、自己理解等の改善に向け、1か月以上の時間をかけた継続的な作業体験を行う必要がある場合は、2か月の支給決定を行う。
5 就労選択支援の報酬体系
6 特別支援学校における取扱い
〇　より効果的な就労選択に資するアセスメントを実施するため、3年生以外の特別支援学校高等部の各学年で実施できることを可能とする。また、在学中に複数回実施することを可能とする。また、職場実習のタイミングでの就労選択支援も実施可能とする。
7 他機関が実施した同様のアセスメントの取扱い
8 中立性の確保
9 計画相談事業所との連携・役割分担
「持続可能で質の高い障害福祉サービス等の実現のための報酬等の見直し」
（1） 賃金上昇等を踏まえたサービスの安定的な提供のための人材確保策
1 処遇改善加算の一本化等について
〇　処遇改善加算について、現行の各加算・区分の要件及び加算率を組合せる形で段階を設けた上で、一本化及び書類の簡素化を行う。現行3加算それぞれで異なっている職種間賃金配分ルールについては、「福祉・介護職員への配分を基本とし、特に経験・技能のある職員に重点的に配分することとするが、事務所内で柔軟な配分を認める」に統一する。
〇　令和5年度補正予算において、当面の対応として緊急に、福祉・介護職員の収入を２％程度（6千円相当）引き上げるための措置を実施。
2 処遇改善加算の対象サービスの追加
〇　自立生活援助の地域生活支援員等を、処遇改善加算等の対象に加える。
3 相談支援人材の確保
〇　機能強化型の基本報酬を算定している相談支援事業所であって、かつ、主任相談支援専門員の指導助言を受ける体制が確保されている場合には、常勤専従の社会福祉士又は精神保健福祉士である者を新たに「相談支援専門員」として位置づけて、サービス等利用計画・障がい児支援利用計画の原案を作成及びモニタリングの業務を行うことができるよう指定基準を見直す。
4 人員配置基準における治療との両立支援への配慮
（2） サービス提供事業者や自治体の事務・手続等の標準化、簡素化、ＩＣＴなどの効率化等の方策
1 障がい福祉分野における介護ロボットの活用による加算要件の緩和
2 相談支援におけるＩＣＴの活用等
3 管理者の兼務範囲の明確化
4 テレワークの取扱い
5 事業者が提出する各種様式等の簡素化・標準化
6 生活介護におけるリハビリテーション実施計画の作成期間の見直し
（3） サービス提供の実態やサービス内容・質に応じた評価
1 経営実態調査を踏まえた経営状況やサービスの質に応じた評価を行うための基本報酬の見直し
2 視覚・聴覚言語障害者支援体制加算の取扱い
3 栄養状態のスクリーニング及び栄養改善の取組の充実
4 生活介護におけるサービス提供時間ごとの報酬設定及びサービスの質の評価
〇　生活介護の基本報酬は営業時間で設定されているところ、利用者ごとのサービス提供の実態に応じた報酬体系とする。なお、サービス提供時間については、個別支援計画に定めた個々の支援時間で算定することを基本とするなど一定の配慮を設けることとする。
〇　生活介護の質を適正に評価するため、福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）と（Ⅲ）との併給を可能としつつ、報酬体系の見直しを行う。
5 情報公開制度について
〇　障がい福祉サービス等情報公表システム上、未公表となっている事業所への報酬上の対応を行う。
（4） 障がい者虐待防止・権利擁護
1 障害者虐待防止及び身体拘束適正化の徹底
2 同性介助について
（5） 経過措置への対応等
1 食事提供加算の経過措置の取扱い
2 児童発達支援センターにおける食事提供加算の経過措置の取扱い等
3 補足給付について
4 行動援護のサービス提供責任者等に係る経過措置の延長
5 居宅介護職員初任者研修課題修了者をサービス提供責任者とする暫定措置の廃止
6 業務継続に向けた取組の強化
7 地域区分について
「サポートセンター第二悠愛」
施設入所支援においては、自閉症や強度行動障がい者が多数入所しており、リスクマネジメントの観点からも障がい特性に配慮した環境の構造化が必要でした。令和2年10月以降、日中サービス支援型グループホームの開設に伴い、定員を30人に減らし個室が16室・二人部屋を7室にすることができました。令和5年度末の入所者数は、27名。待機者2名については、個室のニーズが高く入所調整中です。また、他害や自傷、器物破損、遁走などの強度行動障がいに対して、生活支援員の援助技術の向上や対処療法には限界があります。強度行動障がい者の処遇に対する強いストレスは、虐待を誘発することもあります。令和2年度からの中長期計画では、障がい者支援施設の解体を実現することが最大の目標になっています。これにより、全室個室、小規模化と地域分散、職員増による支援体制の拡充を実現する計画でしたが、法人経営健全化計画が優先されるために、計画の凍結及び遅延が確実な情勢です。
第二悠愛活動支援センターについては、令和6年度の報酬改定で、生活介護事業の報酬が10人単位で設定されることから、第二悠愛活動支援センターに事務機能を設け、障がい者支援施設から分離して単独の生活介護事業所にする計画です（但し、人員確保が実現を左右する最大の課題になります）。これにより、生活介護事業に専従できる職員が増え、内容の拡充が期待できます。活動については、残存機能の維持や健康増進を目的にした歩行訓練等を継続していきます。終わりの見えない訓練や学習からの脱却を目指して、マンネリ化を打破し障がい特性に応じた新たな役割（活動）を模索する必要があります。その為に必要な備品や設備を計画的に配置していきます。スヌーズレン設備導入も検討していきます。特に、身体障がいとの重複障がいや高齢障がい者の活動支援については、介護予防の観点からも専門機関との連携が必要になります。重度障がい者が多数で、事故やニアミスの多い事業所です。その場合、リスクマネジメントの観点からも、職員配置増などの改善が必要です。雨天時など体育館での屋内活動も随時実施しています。生活介護事業所で、屋内の運動場所がある活動拠点は稀にしかありません。
柿の木授産作業所は、令和3年10月の作業所移転に伴い3年目となり、安定化に向けて取り組んでいくことになります。
園内授産作業所は、生活介護事業の利用者増により、職員の安定的な配置が必要になっています。
柿の木授産作業所の従たる事業所である草木染事業所「和き愛あい」は、令和3年10月元たんぽぽ授産作業所に移転し、当面の間現状維持になります。
自立訓練については、2年間の有期限であることから、全国調査による定員充足率は67.7%です。第二悠愛も、充足率66.7%で今後大幅に増える見込みはありません。但し、精神障がい者などのニーズはあると考えられます。相談支援事業と共に、利用者獲得に努める必要があります。
　グループホームについては、中長期計画に沿って4棟目の日中サービス支援型グループホームの建設が計画されていました。しかし、昨今の資材・人件費等の高騰で建設費用が倍増している上、人材確保が難航していることから、4棟目の開設は見通せない状況です。又、日中サービス支援型グループホームについては、多くの人員配置が必要であるにもかかわらず、給付費の額が見合っていない現状にあり、中長期計画の見直しが必要になっています。今後、既存建物の改修費等で対応できる最重度障がい者向けグループホーム（介護サービス包括型）の開設を模索していきます。また、生活支援員に加え、地域生活をささえる世話人や夜間支援員などの従業者の確保が課題になっており、将来的な人材確保に向けて対策を練る必要があります。
自立生活援助については、「併設する相談支援事業所において地域相談支援の業務に従事する相談支援専門員を配置することで、自立生活援助の人員基準を満たすことにする」ことが、令和6年度の報酬改定で示されました。グループホーム事業所の人員不足もあり、今後自立生活援助事業を、相談支援センターに併設していく計画です。
　定員30名の生活介護事業所である悠工房には、就労支援センター陽なたぼっこ・大豆工房小国のゆめとの連携を一部維持（販売会など）しながら、木工・陶芸を中心にした活動支援を実施しています。また、利用者の工賃アップに向けた商品開発など、市場開拓や営業、生産性アップに取り組める体制を整備していきます。レーザー加工による商品化と収益アップにも、引き続き取り組む計画です。小国町との連携で始まったふるさと納税返礼品の動向を見ながら、ネットでの商品販売も検討する必要があります。北里柴三郎博士やコロナ禍の終えんで活性化する市場を見据え、ＳＭＯ南小国との連携、坂本善三美術館、小国町森林組合、個人事業主等からの受注増が図られるなど、地域のニーズとマッチングした取り組みが行われています。
隣接している旧養護老人ホーム「悠和の里」敷地内には、生活介護事業所の事務機能整備と共に、大豆工房小国のゆめの精肉部門を展開する計画です。
就労支援センター陽なたぼっこと大豆工房小国のゆめの就労系事業所については、「薬味野菜の里小国」を加えて約2億円の事業規模となり、新しい事業展開が図られています。農福連携部門では、法人の定款変更を経て認定農家制度の申立てを行います。
就労支援センター陽なたぼっこの就労移行支援事業（定員6名）については、これまで通りジョブコーチを中心に一般就労を積極的に推進していきます。但し、2年間の有期限であることから、全国調査による定員充足率は69.8％です。陽なたぼっこでは、令和5年度は定員充足率83％。しかしながら、利用者5人の内3名は、令和6年度にＡ型事業所等で就労する予定です。また、2名は、継続して訓練を受けます。引き続き利用者確保に向けて、第二悠愛相談支援センターと連携していく必要があります。
就労支援センター陽なたぼっこの就労継続支援Ａ型事業（定員20名）は、高齢者等向け配食サービスの作業所拡張及び農福連携レストラン「すずかれん」、移動販売車「陽なたぼっこ号」、「薬味野菜の里小国」により運営されています。レストランは、大豆「すずかれん」のブランド化を発信する拠点にもなっています。高齢者等向け配食サービスは、一日平均380食を維持することが目標です。これにより、経営改善計画による赤字解消を図る計画です。利用者の所得補償については、就業時間の拡大で平均工賃を増額する計画です。また、農福連携レストラン「すずかれん」ブランドのおから茶・おからパウダーなど、電気乾燥機を活用した商品を販売していきます。地熱豚足については、販売が好調で生産拠点レストラン「天空の豆畑」で加工しています。また、「わろく屋」の豚カツ仕込み、「さくら屋」の受託作業も継続していきます。その他、利用者を確保して給付費による収入増にも取り組む必要があります。全国調査によれば、Ａ型事業所の定員充足率は、86.6%です。陽なたぼっこの定員充足率は、100％です。「薬味野菜の里小国」については、今春にリニューアルオープンします。店舗名も、「ムスビシ」になる予定です。特に、小国町出荷協議会との連携を維持しながら収益率に制限がある店頭販売以外にも、市場での買取を含めた卸売り事業の拡充を図っていきます。また、スムージーや小国町の特産品販売、農業収穫体験や量り売りの拡充、開店時間の延長など、地域住民やや観光客にも魅力ある店舗にしていく計画です。
就労継続支援Ｂ型事業所「大豆工房小国のゆめ」（定員34名）は、引き続き小国郷農福連携と6次産業化プロジェクトを推進していきます。令和6年度も休耕地の活用を継続する計画ですが、大豆の収穫量が必要量（8ｔ）を賄えないため、耕作地と休耕地を分割して管理できる範囲に絞って収穫増を目指します。これにより、大豆「すずかれん」の安定供給を実現する計画です。また、熊本県の代表的な品種「ふくゆたか」を改良して誕生した大豆の新品種「そらみのり」を導入して、収穫増を図っていく計画です。高菜、落花生、夏野菜、芋など農福連携レストランに提供する野菜類も栽培していく計画です。内部で消費・販売する米も栽培していきます。米については、苗からの生産を開始しており、ＪＡ阿蘇による品質検査を受けて、一般に販売できるようにしていきます。シルバー人材センターや上田農事組合との連携も推進していく計画です。
社会福祉法人による農地の買い取りができないことから、認定農家制度を活用して近隣の田畑を中心に買い取りを検討していきます。これにより、農機具などの機材の補助金確保を模索していきます。また、農業体験ができる市民応援の開設も検討していきます。
大豆「すずかれん」のブランド化と商品化については、豆乳プリン・シフォンケーキに続いて、地元の老舗醤油店「七福醤油」とのＯＥＭ提携による味噌、菊池市の納豆業者「カントリーママ」とのＯＥＭ提携による納豆の製造販売を行っていきます。豆乳・充填豆腐の商品化により、贈答用のギフトセット販売も継続していきます。肖像画となる北里柴三郎博士の千円札発行が近づき、関連商品として開発した「豆腐のもろみ漬け」の販路拡大を図っていきます。在来種おぐに黒大豆は、「天空の豆畑」シリーズとして商品化され、きな粉と共に店頭・ギフト販売されます。豆腐・揚げなどの製造販売も、引き続き拡充していく計画です。更に、電気乾燥機を活用した乾燥野菜の製造販売も行っていきます。今後も、収益増により平均工賃2万5千円以上を目指します。小国町からの業務委託については、体育館や林間広場の清掃業務を受託する計画です。鶏卵事業については、今後「九州ロード」の羽数を増やし、事業を拡充していきます。また、令和6年6月以降に計画している鶏肉の精肉部門開設に伴い、「薬味野菜の里小国」での販売を開始します。
令和3年4月にグランドオープンした農福連携レストラン天空の豆畑は、わいた温泉組合を中心に地元観光業者との連携を図っていきます。その他、阿蘇地域世界農業遺産に登録されている在来種「おぐに黒大豆」の保存活動にも取り組む計画です。その他、地鶏「九州ロード」の卵と鶏肉を使った「おぐにん親子丼」や、そばの手打ちを見ることができる実演場とリンクした「おぐにん南蛮蕎麦」が新たなメニューに加わり、集客につなげていきます。
施設外実習については、春以降に再開予定の津埜運送の野菜運搬作業、旅館、ベストアメニティー、アップルミント、水工場、七草やシイタケ農家などで実施する計画です。
　相談支援事業については、特定相談事業（計画・児童相談）のサービス等利用計画の件数が新規と事業所変更の利用者となり、その他はモニタリング中心の業務になります。モニタリングについては、受給者証により定められた月に実施する必要があり、期日を管理して確実に行うことで収入を確保することができます。また、児童の在宅支援や精神障がい者など、新たな利用者を開拓し行政などの関係機関や福祉サービスにつなげていくことになります。特に、「生計困難者レスキュー事業」の周知を図り、貧困問題と対峙しながら地域住民のセーフティネットの一端を担っていきます。地域活動支援センターには、園内授産作業所と連携して職員を配置します。その他、第二悠愛自立生活援助センターの業務を併設していく計画です。
　阿蘇圏域地域生活支援拠点等整備事業では、下記の施設機能を駆使して「地域の実績に応じた創意工夫により整備し、障がい者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築する」ことになります。
· 緊急時の受入れ・対応・・・短期入所事業
· 相談支援機能・・・相談支援センター・自立生活援助センター
· 体験の機会・場の提供・・・生活介護・就労系事業所・地域活動支援センター
· 専門的な人材の確保
· 地域の体制づくり・・・社会福祉協議会・相談支援センター
その他、小国町社協に事務局がある小国郷医療福祉あんしんネットワーク会議が主催するフォーラムなどにも協力していきます。地域福祉の推進のために、啓発活動やソフト面の充実が課題になっており、相談支援事業の更なる機能強化が必要です。特に、小国町での福祉コミュニティーの構築や地域共生社会の実現に向けて、相談支援センターの役割はますます重要になっていきます。
その他、人権や虐待に関する意識を醸成し、職員が互いに牽制しあえる体制を作っていく必要があります。また、令和4年度から設置が義務化されたサービス向上委員会（虐待防止委員会）、危機管理委員会の定例化や援助技術の向上のための施設内研修、小国支援学校との連携強化や施設のオープン化を推進していく必要があります。特に、半年周期の「虐待事例改善策検討会」を継続していく計画です。更に、小国支援学校や医療機関、行政、地域住民などの関係機関との連携を深め、福祉に携わる職員としての専門知識や援助技術の向上、個別支援計画の充実、対人接遇、人権学習、リスクマネジメント、障がいの理解、虐待防止、感染症予防など、職員の資質向上のために、施設内職員研修を継続していく計画です。平成30年度より発足した人材育成委員会は、各事業所にメンターを配置して人材育成のための取組みを実施していきます。特に、事業成果及び提案発表会を継続し、多様な事業の周知や施設職員としての帰属意識を涵養していく計画です。その他、職員による提案を受けて「今年の標語」を公募しています。2024年の標語は、「願いを言葉に　思いを支援に」（佐藤綜馬）です。また、様々な要因から夢の実現が制限されている利用者・児童の夢を叶えるための「私たちの夢応援プロジェクト」が開始されました。2024度の夢は、「行けなかった修学旅行」　「動物たちと“なかよくなる”水族館に行こう」（麻生隆博　佐藤千草　武田庄平）です。職員の募金を活用して、選ばれた夢を私たちの夢として応援するという取り組みです。令和3年2月より、リスクマネジメントの一環である「ヒヤリハット」に加え、利用者・児童のプラス面に着目して共有し満足度の向上を図る「にこりほっと」の取組みが開始されました。
３　「指導方針」

施設は、できるかぎり限り居宅に近い環境の中で地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、その自立と社会経済活動への参加を促進する観点から、人権擁護並びに意思決定に必要な支援を行います。また、共同生活住居や短期入所等の居宅系サービスを拡充します。特に、共同生活住居での地域生活は、地域住民との関係や、関係機関とのネットワークを構築することで、安心安全な生活を保障することができます。障がい者総合支援法により、自立支援や社会参加、在宅支援に向けての福祉サービスの更なる拡充が求められていることを念頭においてサービスを提供します。
また、重度障がい者の活動拠点「第二悠愛活動支援センター」「施設内外授産作業所」「草木染作業所」、中重度障がい者の活動拠点「悠工房（木工・陶芸など）」、中軽度障がい者の活動拠点「大豆工房小国のゆめ（農福連携・六次産業化・レストラン・受託活動など）」、軽度障がい者の活動拠点「陽なたぼっこ（配食サービス・レストラン・移動販売・野菜等販売所）」という最重度から軽度障がい者まで幅広く対応できる日中系サービスの中核施設が稼働しています。
　その他、職員が安心できる管理拘束的な環境ではなく、気持ちを受け止めてくれる人がいるという、「安心」できる生活環境を提供し、自らを大切に思える自尊感情を育む中で、「自信」が持てるようにサポートしていくことを基本に、様々な選択肢を与えられた「自由」な存在であるという人権に基づく生活・活動支援を行うこと（意思決定支援）を指導方針とします。
具体的には、

1． 利用者の基本的人権を積極的に擁護し、利用者一人ひとりをかけがえのない大切な存在として尊重していく。

2． 利用者のあらゆる生活の領域で自らの意志によって選択し、決定する権利を保障する。

3． 利用者一人ひとりのニーズに基づいた福祉サービスを提供する。

4． 利用者に係るサ－ビス計画の立案、個別支援計画の策定にあたっては、利用者本人及び家族の主体的な参加を基本とする。

5． 利用者の些細な意見、質問、苦情であっても真摯に傾聴し具体的な解決、改善を図っていく。
（1） 日常生活指導

福祉サービスを受けているからといって、その生活が社会からかけ離れたものであっていいはずはありません。働きたい、レクレーションも楽しみたい、旅行にも行きたい、そんな当たり前の願いが実現、援助できるよう努力していきます。各担当者・相談支援員が連携して、人権と個別支援（意思決定支援）の視点に立ち、当事者や第三者も参加するケア会議やサービス調整会議を経て、より質の高い生活を実現するためのサービス等利用計画を作成し実施します。

生活（自立）訓練や、就労支援、活動支援、余暇支援を、継続して取り組み、生活や活動が、地域社会の中に広がるような福祉サービスを提供します。
（2） 社会生活指導

地域との交流や社会参加、将来の職場実習や就職等地域生活を意識し、地域社会の一員としての支援を心がけます。
具体的項目として、

イ　挨拶、言葉使い、礼儀作法、道徳心

ロ　自己指南（時間を守る、きまりを守る等）

ハ　交通ルール、経済観念、社会資源の利用

（３）　行事、その他の支援

　全体的な行事として、親子旅行、地域イベント参加、季節ごとの行事を計画し、レクレーションを提案・希望・全体に分けて実施します。特に、選択できるレクリエーションや旅行を提案し、利用者の主体性や自尊心を育むように支援していきます。共同生活住居においては、各住居を担当する生活支援員を中心に、個別のニーズが反映しやすい余暇支援を計画していきます。
　また、生活の質の向上を常に考えながら、利用者一人ひとりが豊かな生活を実感できるように自己選択の機会を増やしていきます。場合によっては、一部本人負担による余暇支援サービスを提供します。

（４）　日中活動支援

　木工、陶芸、草木染め、受託作業、調理配食サービス、農福連携、レストラン、職場実習、生活介護活動等のメニューを準備し、利用者の障がい特性や希望により選択できるようにします。作業所収益については、工賃規定に従い材料費及び必要経費を除いた額を、工賃として配布還元します。調理配食サービス・レストラン等は、雇用契約を締結する事業です。
　職住分離の原則に従い、地域の中での日中活動を継続していきます。また、配食サービスの拡充や生産販売促進策の検討、市場開拓、営業日の設置、レストラン経営など更なる発展を模索していきます。
農福連携の事業も、単独事業所として営業面を拡充し、豆腐揚げの製造販売、味噌・納豆の商品化・鶏卵事業などを行い更なる工賃アップを実現します。
４　利用者状況
入所利用者の状況（年齢別・性別状況）　令和５年1月現在
入所　男子２２名・女子５名　合計２７名

	
	18～30
	31～40
	41～50
	51～60
	61～
	計
	

	男
	１６
	５
	１
	０
	０
	２２
	

	女
	４
	１
	０
	０
	０
	５
	


　　　                 　平均年齢　男子２７  女子２４　　男女２６．７
◎一日の流れ

午前７：００　　起　　床　　布団上げ、着替え、洗面、朝食、歯磨き、

　　９：１５　　作業・活動（移動）開始

　　12：００　　昼　　食　　　昼食準備、片付け、歯磨き

午後１：００　　作業・活動開始　　

３：３０　　作業・活動終了　　　

洗濯物取り入れ、入浴準備

　　４：００　　入　　浴　

６：００　　夕　　食　　　食事指導、片付け、歯磨き

　　　　　　　　　　　　　　　テレビ、ビデオ、入浴

　11：００　　消　　灯


　　　　　　　　　　　　　巡回（夜勤者１名・当直者1名）（管理宿直者１名）
· 作業種目

陶芸　　　　「らくらく窯」　　　　皿・湯飲み他

木工　　　　「悠遊工房」　　　　　木馬・丸太椅子・レーザー加工他
バイオディーゼル事業　　　　　　　廃油の回収・販売
草木染め　　「愛あい工房」　　　ハンカチ・タオル他

受託作業　　フルーツキャップ　　入浴セット　　乳菓子屋
　　　　　　福銭つくり　　下巣畑農産シール貼り
調理・配食　「就労支援センター陽なたぼっこ」

高齢者等向け配食サービス　日中系事業所昼食提供
　　　　　　イベント・お斎弁当　レストラン　
「すずかれん」ブランド製品販売　　移動販売

豆腐・揚げ等　「大豆工房小国のゆめ」

　　　　　　大豆「すずかれん」ブランド製品加工販売（プリン・ケーキ等）
　　　　　　豆腐・揚げ・厚揚げなどの製造販売　レストラン
　　　　　　味噌製造販売（七福醤油とのＯＥＭ提携）
　　　　　　納豆製造販売（カントリーママとのＯＥＭ提携）
　　　　　　「天空の豆畑」ブランド製品販売
農福連携　　大豆の栽培　高菜の栽培　落花生の栽培　その他米・野菜
　　　　　　野菜等販売所
◎　生活介護
　　歩行訓練・音楽療法・作業療法・廃油石鹸つくり・ハガキつくり

　　廃食油の回収作業・リハビリ
◎　職場実習（就労移行支援事業など）　　

　　津埜運送（運搬）　木耳栽培所（農作業）　下種畑農園（農業）
　　ベストアメニティー（農業）　矢野シイタケ　旅館山みず木
５　　施設整備

　施設整備については、旧悠和の里の共有スペースを改修工事（約120,000千円）が、令和6年5月まで工期延長になりました。悠工房の事務所や相談室、休憩所と共に、調理場を改修して、大豆工房小国のゆめの精肉部門を創設（約15,000千円）する計画です。
長年の懸案になっていた太陽光パネルは、小国町のネイチャーエナジーが新しいパネルと蓄電設備を設置した上で、当該設備で発電した電気を全量買い取る計画ですが、協議が停滞しています。
また、4棟目の日中サービス支援型グループホームの建設が見通せない状況にあるため、既存建物の改修によって最重度者向けグループホーム（介護サービス包括型）の開設を目指します（予算30,000千円）。第二悠愛活動支援センター（旧万成小学校）に事務機能（事務所・相談室など）を整備して、障がい者支援施設サポートセンター第二悠愛から分離する計画です（予算20,000千円）。
６　組織再編
第二悠愛日中グループホーム事業所　　　第二悠愛グループホーム事業所


　　
看護師　　１名　　　　　　　　　　　　　

　　サービス管理責任者（主任）　２名　　　　　サービス管理責任者（主任）　１名
サービス管理責任者（副主任）１名　　　　　サービス管理責任者（副主任）1名
生活支援員　　　　　　　　１5名　　　　　生活支援員　　　　　　　　　５名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　世話人；15名                               世話人；11名
　　　　　　　　　代替世話人； 6名                           代替世話人；12名
　　　　　 夜間支援員（夜勤）；17名                    夜間支援員（夜勤）；16名
　　　　　 夜間支援員（当直）；  名                     夜間支援員（当直）；4名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　サービス管理責任者（副主任・兼務）　　1名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域生活支援員（生活支援員・兼務）　　1名
· 第二悠愛自立生活援助センターは、第二悠愛相談支援センターに併設する。
就労系事業所
就労支援センター陽なたぼっこ　　　　　大豆工房　小国のゆめ

改善点
令和元年度第二悠愛グループホーム事業所の施設長（管理者）に加え、令和5年度第二悠愛日中グループホーム事業所に施設長を配置。重度者向けのグループホーム【地域支援係】と中軽度者向けのグループ【地域福祉係】を分けて、専任の主任2名体制。第二悠愛自立生活援助センターは、第二悠愛相談支援センターに併設。サービス管理責任者が4名配置されており、残りの2名は副主任として配置します。生活支援員は、配置基準に従って配置する予定ですが、事業規模拡大のため勤務表を分けて運営できるように調整していきます。将来、障がい者支援施設に代わって、第二悠愛の中核事業になります。
また、就労支援センター陽なたぼっこと大豆工房小国のゆめの就労系事業が、年間収入1億円を超える事業規模（給付費約93,000千円　生産活動収入約100,000千円）であることから、施設長（管理者）を配置しています。
今後も、事業の拡充に伴う事業規模1億円以上を目安に、組織上のガバメントを強化する管理体制を構築していきます。
また、中長期計画で、障がい者支援施設（第二悠愛）解体が計画されており、更なる組織再編が行われます。
７　「居宅系サービス」
　施設入所支援においては、ある程度年齢が高い重度障がい者がグループホームに転居し、そこに高等部を卒業した若い利用者も受け入れたているため、平均年齢が27歳になっています。障がい者支援施設解体にむけて、４棟目の日中サービス支援型グループホームを計画していましたが、経営的な判断から計画の見直しが必要になっています。危機管理の在り方につても、対策を講じていきます。強度行動障がい者の処遇については、熊本県の研修や行動援護研修に職員を派遣し、専門的な知識の習得を行います。
また、共同生活住居においては、事業・組織の拡大に伴い、管理者2名の体制に再編します。県下最大の事業所として、組織統治（ガバメント）を強化していきます。
余暇支援に関しては、参加する方のニーズに応えられるように利用者が選択し決定できる仕組み（意思決定支援）を維持したいと考えています。引続き感染予防などの配慮しながら、買い物支援、毎月のレクリエーション、年中行事、旅行など、生活に楽しみという目標を持てるようにしていきます。特に、秋季旅行に関しては、コロナ禍で推進してきた小規模旅行を維持していきます。
【居宅系サービス管理責任者】

・人権意識を高く持ち、より丁寧な支援を心がけていきます。
・一人一人の願いや想いをくみ取りながらその人らしい生活が送れるための具体的な手立てを考え実行していきます。
・様々な社会体験を通じて地域の中での楽しみが見出せるように支援します。
・看護師や管理栄養士と連携しながら一人一人の健康の保持・増進を目指します。
・一人一人の強みに着目して、自立を目標にしたスキルの獲得を支援します。
・老朽化所の改修を行いながら安心安全な生活環境の整備を行います
８　「日中系サービス」　
【第二悠愛日中系サービス管理責任者】

『日中活動について』
　授産作業関係では、現在請け負っている仕事を引き続き提供していきます。他にも新しい仕事を受けられるよう情報を集めていきます。また各班の担当職員が中心となり、創作活動を行い、小物や雑貨を製作し、夏祭りやイベントなどで販売できるような製品作りに取り組みます。
　活動支援センターでは、各々の個性に合わせたものつくり、趣味のものから芸術作品へ発展させ展示する機会を目指したいと思います。また、活動支援センターの外周を利用し、花や野菜を育て、自分たちで収穫し調理やおやつ作りに活用します。班別レクレーションでは、外出しいつもと違うお店で買い物をしたり外食をしたりと　新しい経験をする計画を立てます。活動支援センター全体でも、季節ごとのイベントを計画し、季節の移り変わりや自然の力を感じてほしいと思います。
　令和5年度は新メンバーが4人増え、活動班を変更された人もいます。活動支援センターでは定員増も計画されており、少しずつ各班とも利用者が増えている状態です。そこで、班の少人数化を図るべく、班の増設や教室の移動を検討します。2階に使用していない教室が2つあり、エアコンを設置しいつでも使えるようにしたいと考えています。実際のところは、班の増設、班の少人数化には職員の増員が必要であり現実的ではないかもしれません。しかし、利用者の生活環境の面から考えると避けては通れない課題です。まずは1階の班をひとつ2階へ移動し、活動の空間を広げ、職員増員のチャンスが来たらすぐに行動できるよう環境を整備したいと思います。
　サポートセンター悠愛の重要な考えの一つの職住分離。毎日バスや乗用車に乗って、各活動場所へ移動しています。利用者の皆さんは毎日ちょっとしたドライブと、生活の場と活動の場所がはっきりと分かれることで、生活の区切りができています。この車での移動も、活動班や、メンバーの相性、車の台数、職員の配置など細かく考えられています。これも利用者の方々の健康状態や色んなことで随時考え直されています。利用者の皆さんの毎日の生活が充実したものになるようこれからも、改革することを恐れず、そして優しさを忘れず支援していきたいと思います。
【悠工房】

懸案だった老朽化による床の塗装剥げや傷みの修復工事を始めます。悠工房が年間を通して利用者さんが利用される環境により、大きな修復工事が不可能な状況でした。しかし旧悠和の里の改修工事により、悠工房の事務所と活動の場所ができます。そちらへ一時的に作業の場を移転することで、改修工事が可能となります。床板の痛みにより歩行時に転倒リスクもあったことから、修復工事により安心して移動することも出来ます。また活動の場所も増えますので、高齢化による身体能力や認知機能の低下を防ぐまたは維持に特化した活動支援・強度行動障がいの利用者様が落ち着いて過ごすことができる空間作りにも取り組んでいきます。
　生産活動においてもコロナ感染症の規制緩和による、更なる市場の活発化が予想されます。レーザー加工による商品づくりの提案・今年千円札の顔となる北里柴三郎博士や人気の衰えをみせないくまモンのキャラクターを使用した商品開発を行い、市場開拓や営業に取り組み更なる売り上げアップを図ります。
徐々に学校からの実習生受け入れや見学の依頼がきています。皆さんに利用者さんの作業の取り組みを知って頂ける、利用者さんも沢山の方たちと関われる貴重な時間ですので、今後も実習生の受け入れやボランティアの受け入れを積極的に行っていきます。
【陽なたぼっこ】

令和6年度　就労支援センター陽なたぼっこ（就労支援係）は、就労継続支援Ａ型（定員20名）就労移行支援（定員6名）（弁当宅配・レストラン）事業を継続推進します。
就労継続支援Ａ型では、高齢者の配食事業を基本にお弁当作りに取り組んでいきます。安定して400食のお弁当が提供できるように取り組んでいきます。また、農福連携レストランすずかれんでは、地域の食材を使ったレストランとして地域に根ざしていけるように取り組んでいきます。おから茶・おからパウダー、シフォンケーキ等の加工品の販売も行っていきます。移動販売では、小国町の過疎地域の買い物支援を目的に移動販売を行なっていきます。また、薬味野菜と連携して、小国の農産物や福祉施設の商品を地域に届けていけるよう取り組みを強化していく計画です。

就労移行支援においては、ハローワーク・支援学校・相談支援事業所と連携して支援していきます。関係機関と情報を共有して就労前の支援、就労後のフォローアップ体制を作っていきます。

就労達成人数２名程度を目標に取り組んでいきます（移行支援定員6名、就労継続支援Ａ型20名）。

【大豆工房小国のゆめ】

定員34名　利用者数36名
就労継続支援B型事業所「大豆工房　小国のゆめ」は引き続き小国郷農福連携と6次産業化プロジェクトを推進していきます。また、利用者数が定員を超えている事から、今年度中に定員を増員する計画です。
農福連携では耕作放棄地を活用し、希少大豆「すずかれん」と阿蘇農業遺産に登録されている「おぐに黒大豆」の栽培を行います。農福連携レストランで提供される野菜や米も栽培していきます。米については、昨年同様、育苗から行い販売する計画です。また、今年度は近年の温暖化による高温障害での大豆の不作に対応するため、暑さや病気に強い新品種「そらみのり」の栽培を行い、収量を確保していきます。さらには、配合飼料の高騰に伴い、飼料用トウモロコシも圃場を拡大して栽培します。

加えて、今年度の新しい取り組みとして、農業に関心がある都市住民との交流事業を計画しています。耕作放棄地を活用して、野菜の栽培や収穫体験などを行ない、小国町の関係人口を増やし、地域づくりにつなげていきたいと考えています。
豆腐、揚げ等の製造販売も継続して拡充していきます。すずかれん大豆の加工品である小国のゆめシリーズの商品においては、ふるさと納税を含め、オンラインショップを活用し、販路拡大を目指していきます。電気乾燥機を活用した、切り干し大根などの乾燥野菜の製造販売も引き続き取り組んでいきます。
農福連携レストラン天空の豆畑では、「おぐに黒大豆」を中核に、わいた温泉組合、及び地域住民と連携して、地域振興と観光、福祉の発展につながるよう努めていきます。また、手打ちそば、地鶏九州ロードを使った「究極の親子丼」「地鶏南蛮そば」を新メニューに加え、さらなる集客を目指します。
平飼いの鶏卵事業では、より健康的な環境で飼育し、飼料には豆腐を作る際に排出されるおからや自家栽培の飼料用トウモロコシを与え、小国のゆめの卵としてブランド化を図っていきます。さらに、鶏糞は大豆畑に散布して循環型農業を実践していきます。
また、公益社団法人JKA（けいりん）の補助金で整備を進めてきた食肉加工施設が本格始動となる事で、採卵の終わった地鶏九州ロードを食肉用に加工して、レストランで利用する地産地消を目指していきます。同時に、加工品の商品化も行なっていく計画です。
小国町からの業務委託については、林間広場及び旧小学校の体育館の清掃業務を受託する計画です。施設外実習にも積極的に参加して、収入確保に努め、収益増により平均工賃2万円以上を目指します。
【悠遊工房（木工作業所）】
令和6年度収入目標　８００，０００　　円
令和6年度支出予想　５００，０００　　円
工賃アップ計画　　　　　平均工賃　3,000　　円
賞与計画　　　　　夏　5,000　　円　　　　冬　5,000　　円
今年度の計画・目標として次の事を掲げたいと思います。
・毎日ストレスなく来所して頂ける場所でありながら自分の意思を尊重できる生活の場である事
・SDGｓ目標達成の為、端材を活用した新商品の考案、働き甲斐のある作業所作りを行う
・感染症予防を行った上での納品の同行。そこで地域とのつながりや社会参加の機会を増やしていく
・ご利用者の方の強みを活かした新商品の考案。工賃アップを目指し売り上げの上昇を目指す
これらの項目を軸に利用者の方の笑顔が絶えない作業所であれるよう職員間での情報共有など密に行いながら職員自身も楽しく日々の支援が行えるようにしていきたいと思います。
【らくらく窯（陶芸作業所）】
令和６年度収入目標　　１，０００，０００　円

令和６年度支出予想　　　　９００，０００　円

工賃アップ計画　　　　　平均工賃　４，０００　　円
賞与計画　　　　　夏　７，０００　円　　　　冬　７，０００　円
生産数（月）
皿３００枚　中皿１５０枚　花器３０個　コーヒーカップ１００セット　

令和6年度も、利用者の方々が楽しみややりがいを持って来所できる作業所となるために、利用者の能力やニーズを考慮した作業内容の組み立てや、利用者の方が落ち着いて過ごせる作業所となるように、支援を行っていきます。
　令和6年度も引き続き、可能な限り利用者の方の作業意欲の向上と社会参加の一環の活動として、納品への同行を継続して行っていきます。
　また、心身機能の低下がみられる利用者が増えてきています。安全面に考慮しながら運動プログラムを行うだけでなく、活動中や移動時なども令和5年度同様に配慮しながら事故のないように支援を行っていきます。
　生産活動としては、令和6年度も受注生産が増加していくことが見込まれます。安定した製品の提供ができるように製作作業に利用者とともに取り組んで行きます。
【廃油回収作業】
令和６年度も感染予防対策を行いながら、利用者さんの社会参加の場として機会を提供できるように、計画的に回収計画を立て地域のお役に立てるように廃油回収活動を行っていきます。
【園内授産作業所】
来年度も今年度同様、感染予防、健康観察に継続して努めていきます。年々園内作業所を利用する方も増え、増々新しい仕事の受注先を開拓、重度の方も参加できる作業を探すことも必要となります。
　フルーツキャップ作業は今後も継続しますが、出荷の際の仕上げは職員の仕事となり負担を増やすことはできないので、増量は考えていません。温泉セット作りは、地元企業と提携、今後も継続していきたいと考えています。
　園内作業所ではこれまで皆さんの賃金アップを念頭に、売れるものをと考えてきましたが、これからは重度の方も一緒に取り組める作業、皆さんの生活のお手伝いの為の作業、創作活動なども取り入れていきます。ティッシュ折り作業や季節を彩る飾り作りなど、入所やＧＨでの生活のお手伝いを機能維持訓練の意味も含め、活動のひとつとして取り組みます。賃金アップを目指しつつも利用者が作業に取り組み、身体機能維持、気持ちの安定など、ひとりひとりに合わせた作業所でありたいと思います。また月に１度の楽しみも継続していきたいと思います。
　1日の作業を終えた後の満足感や達成感にも似た誇らしげな表情を見ると、「仕事」をすることの意味や役割を持つことで自分が必要とされている自己肯定感が備わってきているのではないかと考えます。その為に今後も環境調整や支援の工夫を取り入れながら安心して楽しく作業に取り組める作業所作りに努めます。
【柿の木授産作業所】
今年度コロナウイルスが5類になりましたが、引き続き来年度もコロナウイルスの予防に努めていきます。また新しい仕事の受注先を開拓、重度の方も参加できる単純作業を探すことも必要となります。
　フルーツキャップ作業は今後も継続しますが、出荷の際の仕上げは職員の仕事となり負担を増やす事はできないので、増量は考えていません。
　柿の木作業所ではこれまでは皆さんの賃金アップを念頭に、これからも重度の方も作業に一緒に取組める作業、皆さんの生活のお手伝いの為の作業も取り入れて行きます。テッシュ折り作業や季節を彩る飾り作り等、入所やGHでの生活のお手伝いを機能維持訓練の意味も含め、活動のひとつとして取り組みます。賃金アップを目指しつつも利用者が作業に取り組み、身体機能の維持や、気持ちの安定ができる作業所でありたいと思います。また月に１度の楽しみも継続していきたいと思います。
1日の作業を終えた後の満足感や達成感にも似た誇らしげな表情を見ると、「仕事」をする事の意味や自分が必要とされているという自己肯定感が備わってきているのではないかと考えます。
支援学校卒業生や新規の利用者の方々も、柿の木作業所での作業を検討され、今後も利用者の増員が予想されます。このことを踏まえて利用者の方が過ごしやすい、作業に取り組みやすい環境設定の工夫も必要となってくると考えます。椅子や机、作業用具の整理整頓に必要な棚なども不足しています。利用者様が安心して作業に取り組める様に環境面の調整を行っていきたいと考えます。
【愛あい工芸（草木染め作業所）】
令和６年度収入目標　600,000円

令和６年度支出予想　350,000円

工賃アップ計画　　　　　平均賃金　2,000円
賞与計画　　　　　夏　5,000円　　　　冬　5,000円
引き続き新型コロナウイルスやインフルエンザ等の感染症予防に努め、課題となっているレクリエーションと運動の実施頻度を増やせるようにしていきます。そのためには生産品の納品スケジュールを見直し、生産活動以外の時間を確保できるようにしていきます。
　また、利用者の新たな作業提供、作業意欲の向上を目的に草木染作業所でのオリジナル製品の作成、販売の実現に取り組んでいきます。
【配食サービス】

高齢者向け配食サービス事業を中心に取り組んでいきます。配食サービスでは、小国町・南小国町における配食サービスのニーズは高いことを考えて、一日400食ほどを提供できるように取り組みます。400食をラインとして食数の維持、内容のより充実したものを提供していくことを目指していきます。また、請負受注作業やおとき弁当、行楽弁当、総菜販売も拡販していきたいと思います。また、勤務体制、人員の確保、配送車両を確保してサービスの質の向上に努めていきます。また、原材料費の高騰に伴いお弁当の価格の見直し、仕入れの工夫を行ない経営の健全化を進めます。並行して請負作業（とんかつ卸）の継続受注、新たに新規契約した作業（馬刺し真空パック）の作業にも本格的に取り組んでいき事業所全体の収入アップにつなげていきたい。
【レストラン】

A型作業所農福連携レストラン『すずかれん』
次年度は、年間売り上げ目標を15000千円、月平均950千円以上を最低ラインとし安定した営業を継続出来るよう取り組んで参ります。原価率の削減、利用者増・作業工賃のアップに寄与出来るよう努力します。
　　新メニュー開発やイベント、売店商品の販路拡大に取り組み、クレーム削減、接客力を強化し顧客満足度の向上を目指します。また、あらゆるツールを駆使し情報を発信していき集客に努めたいと思います。
B型作業所農福連携レストラン『天空の豆畑』
次年度売上目標を年間12000千円、月平均90万円以上を最低ラインとし安定した営業を継続出来ることに取り組んで参ります。原価率の削減、利用者増・作業工賃のアップに寄与出来るよう努力していきます。商品開発や販路拡大、売店商品の拡充を図り、それらと地熱を利用して可能な作業の幅を広げ、多様な活動が行える場所を目指します。
また、利用者の思いに配慮を重ね支援を実践し、個別の能力に応じた配置と技術指導を継続して取り組みます。その上でさらなる職場環境の向上に努めていきます。
【平飼い農園おぐにん卵】
令和6年度、就労継続支援B型では、鶏卵作業を遂行する利用者様の支援に取り組みます。利用者様の作業能力が本年、飛躍的に向上し、通常業務の品質のムラが少なくなりました。その分、本年度は利用者、職員で協力し品質管理、衛生管理の向上に取り組みます。材福鶏舎（馬場地区）で8号棟全棟飼育（1200羽）の目標は、昨年、11月入荷のヒナ全羽死亡にて来年度は出来ませんが、令和7度の目標に向けて準備とスキルと管理技術の向上に努めていきます。その為、作業人員を構築することで、ローテーションを行い、出来るだけ多くの利用者様を鶏舎作業に取り組める環境を整えながら、品質、効率にムラが出ないよう取り組み商品がブランド化につながると推測されます。また、社会参加にも積極的に取り組みます。外部視察の醗酵飼料の制作実演会や、鳥インフルエンザ対策として役所の対応、飼料、備品の購入等にも積極的に社会参加を行い利用者様主体の事業を行っていきます。
　材福鶏舎が全棟入ることにより、作業時間が増えることになります。更なる、効率向上の為、給餌、給水に対して改善策が必要となり、試行錯誤を重ねて改善していきます。また、採卵数も増数され令和6年度後半では、一日の採卵数が約350個になる見込みで固定された業者の開拓が必要になり、情報公開やネットワークにて開拓を進めて行きます。

　次年度は天空の豆畑で商品価値が問われます。前年度の引き続き循環型農業、SDGｓに沿った無駄のない農業に取り組みながら、品質の良い安心安全の食材を作り、天空の豆畑に提供しなければなりません。その為には、ヒナの受け入れからの20日間の温度管理をはじめ作業品質を向上させ、利用者支援に尽力いたします。

【農福連携事業】
来年度農副連携班では大豆の収穫量の大幅向上と質を高めていきたいと思います。そのために土壌の改良に力を入れていきます。鶏卵事業と連携し、平飼農園の鶏糞は肥料として圃場に散布し美味しい大豆を実らせ小国のゆめ独自の循環型農業を実践していきます。そこで、すずかれんだけでなく新しい品種のそらみのりの生産にも取り組んでいきます。令和5年度の作物減収の大きな要素の一つである害獣被害の対策の強化が必要です。電柵だけでは抑えきれないこともあり大豆の周りに害獣の嫌う作物を植え付け抑えられるよう管理の徹底に取り組みたいと思います。そうすることで質、量、共に安定したものに繋がっていくと考えています。また、薬味野菜裏の耕作放棄地を活用して都市住民との交流(収穫体験)を図っていきます。薬味野菜や移動販売などと連携しより安心安全なものを提供していきます。農業は天候に左右されることが大きく今後の予想がつきません。その場での対応が求められます。職員も自己研鑽農業に必要な知識をより一層深めます。しっかりと連携を図り生産増に繋げられるよう努力していきます。
利用者も毎年参加して頂いていることで作業技術がとても高くなっています。できることも増えており継続することで意欲の向上にも繋がっています。これからも農作業を通じ就労や生きがい作りの場を生み出し、より参加意欲や、工賃向上に繋がるよう職員の連携を密に支援していきたいと思います。
【豆腐等の製造販売】
本年度の目標としては、長期保存可能な豆腐のみそ漬けや真空豆乳、がんもどきなど旅館や飲食店、一般のお客様に販売し味わっていただけるように、営業に力を入れていきたいと思います。
　利用者工賃向上を目指し前年と同じ作業体制で行い作業内容を精査し、より効率的なものを目指し工賃向上のため売り上げ増を図りたい。
　前年度、移動販売車開始から豆腐など月平均4万円上がっており「豆腐を買うならここで！」と、思ってもらえる顧客を作っていき、コミュニケーションを継続的に取っていければと思います。
【小国のゆめブランド】
令和6年度も引き続き、小国のゆめシリーズの販路拡大、及び収入確保に向け取り組んでいきます。新しく小国のゆめブランドに加わった「豆腐のもろみ味噌漬け」においては、小国町の特産品となるよう、7月の北里柴三郎新千円札の発行に合わせ、販売を進めていきます。さらに、小国のゆめの製品が蛋白含有率の高い小粒大豆を原料にしている事、耕作放棄地を活用して栽培に取り組んでいることを全面に出した販売戦略により、安心安全な商品を求める消費者や市場に販路を開拓していきます。また、食肉加工施設の稼働に伴い、地鶏九州ロードの加工品を新たに商品化する計画です。近年、多産多売の時代は終わり、優れた商品、価値ある物を求める傾向に変わってきていると感じています。「モノを売る」から「コトを売る」という時代の変化をチャンスと捉え、今後も小国のゆめが信念をもって取り組んできた「コト」、ストーリーを大事にしていきたいと思います。同時に商品の安定供給に努めていきます。また、昨年度運営が開始された、「薬味野菜の里小国」や「移動販売車　陽なたぼっこ号」でも自社製品の販売に力を入れていきます。
【つくし班（生活介護）】
今年度も昨年度同様、感染症の予防に努めていきます。また活動でも戸外歩行に取り組み、地域の方々との交流も取り入れながらの体力の向上・維持に努めていきたいと考えています。
毎年ながら夏場は猛暑が予想されるので、その日の体調や気温などを確認し水分補給はもちろんの事アイスクリームやかき氷、プール使った水遊びなどの楽しみを持って暑さの中にも、涼を取り入れて気分転換も兼ねた活動をしてきたいと思います。
　　個別作業においても、御利用者の方のそれぞれのストレングスや興味・関心が違うのでリサーチし、意欲的に作業に参加されるようにしていき、個々の機能向上に努めていきたいと思います。課題に対して飽きがこないように新しいジャンルの物や課題の見直しなどその時々で柔軟に対応できるようしていきます。
おやつ買い出しやクッキングなどの行事を毎月計画したいと思います。
日中の生活の場となるので安心してつくし班で過ごすことが出来るように、支援者間で情報や意思の共通理解を行いながら支援を行っていきたいと思います。
また来年度より生産活動としてメダカの飼育、販売を目指しています。つくし班のそれぞれの利用者さんごとに役割分担を行い、それぞれに合った個性を生かし生産活動の1つとして毎日の作業になるように支援していきます。また生産スピードが見込める様になった場合、夏祭りや薬味野菜と連携を行い販売が出来るようにし、売り上げを工賃支給が出来るようになる事を最終目標として支援出来るようにしたいと考えています。
【がまだし班（生活介護）】
今年度は引き続きリラックスや楽しんで集中できる環境の提供・本人さんたちが興味のある課題の提供を進めていきたいと思います。歩行運動では現状の体力面や身体機能の向上・維持を主にしていき、活動に集中する時間とリラックスできる時間のメリハリをつけられる空間づくりを整備していきたいと思います。
また、新しい活動としてグリセリン石鹸作りを始めたいと考えます。以前は廃油石鹸でしたが、新しい利用者様も増え、職員配置も毎日変わる為劇物を使用しなくて済むグリセリン石鹸に変更したいと考えています。グリセリン石鹸であれば、色付けや形状の加工も容易な為、オリジナリティのあるものができるのではないかと思います。
【ひまわり班（生活介護）】
令和6年度も引き続き感染予防、検温や手指消毒、体調管理を徹底していきます。レクレーション活動をもっと増やして楽しみのあるものにしていきます。
活動支援センターに畑や花壇を使い野菜や果物を育てることで新たな楽しみなどを模索できたらと思っています。
個別活動について利用者さん一人一人のニーズに合った作業を行ない、マンネリ化を防ぎながら楽しく取りくんで頂けるように努めていきたいです。
運動について無理せずにその人に合ったペースで歩行を行い、ボールの使用や音楽を聴くなど楽しく体力の向上していけるように努めて行けたらと思っております。
【コスモス班（生活介護）】
近年春夏秋と暑い日が続いており熱中症の予防または準備が必要です。しっかりと時間や天気を見ながら野外歩行を行っていく、または体育館での室内歩行をしていき、体力増進を行っていきます。
作業は引き続き個別作業を推進していく為にも作業に必要な道具の購入や新しい作業の提供、発見などもしていきたいです。
レクレーション活動をもっと増やして楽しみのあるものにしていきます。
活動支援センターに畑や花壇を使い野菜や果物を育てることで新たな楽しみなどを模索できたらと思っています。
【すみれ班（生活介護）】

本年度も引き続き感染対策をしながら、楽しく取り組んで頂けるようなプログラムの提供を行っていきます。
　運動については皆さん楽しく運動できるように努めてまいります。

作業について　
　作業では利用者さんを観察し、新しい教材の製作、アレンジ等行いマンネリ化を防ぎ楽しく取り組めるように努めていきます。また、粘土をつかったお皿作りもチャレンジを開始しており、今後、皆様と一緒に試行錯誤しながら作成していこうと考えております。
９　地域移行・地域社会との連携
共同生活住居（グループホーム）を小国、南小国両町（２４カ所）を展開し、活動拠点や就業場所、職場実習においても多くの事業所・近隣住民と関係があることなど利用者が直接活動する地域住民との関係づくりは重要な課題です。今後、ますます障がい者に対する理解と人権啓発、及び支援者を増やしていく必要性が高まっています。各住居の近隣住民交流（地域行事の参加・豆腐などの配布）や当事者グループ「どげん会」の活動、地域包括ケア会議でのネットワーク構築を推進していく計画です。

生活支援員を配置した介護サービス包括型グループホームであることから、生活支援員による入居者に対する支援が積極的に行われる体制にしていきます。
また、４棟目の日中サービス支援型グループホームの開設計画は見直しが行われますが、引き続き高齢・重度障がい者の地域移行を更に推進していく生活拠点の拡充を目指していきます。

イ　広報・啓蒙活動（機関紙「サポートセンター悠愛」・「快晴」の定期発行）

ロ　地域住民の福利のため、設備や場所を提供する。

ハ　地域の行事や活動に積極的に参加する。

ニ　地域への奉仕活動を行ったり、地域からの作業を受託する。
ホ　近隣住民への豆腐等配布
へ　小国郷あんしんネットワーク会議との連携
ト　地域包括ケアシステムの構築
【共同生活住居サービス管理責任者】

「介護サービス包括型」

令和6年度はコロナが5類になり行動の制限も緩和されてきましたが、コロナやインフルエンザ等感染症は完全収束を迎えることが出来ていません。引き続き対策はしっかり行い感染者が出た場合は隔離や防護措置を速やかに行います。濃厚接触者となった方々へのケアも行います。
令和5年度は4年ぶりに自粛制限が解除されずっと我慢していた秋季旅行やレクレーション等スポーツ大会へも積極的に参加していきました。令和6年度も引き続きコロナ禍以前の生活に戻れるよう調整をしていきます。また、コロナ禍でも楽しみを持った生活の実現に向けて始まったＧＨごとの忘年会・新年会などのイベントはホームの世話人さんや利用者さん・ホーム担当職員とのコミュニケーションの一つとして好評の声も聞かれていました今年度もホームごとの活動も計画に取り入れながら個別での対応にも取り組んで、利用者さん1人・1人のニーズに寄り添い皆さんの思いや願いを支援につなげていきたいと思います。　
　平成12年に第1号のＧＨとして悠愛ホームが誕生して既に24年が経ち、その後も次々と新しいホームが誕生してきました。24年の月日とともに、利用者さんの年齢も高齢化が進み、既存のホームの中には環境整備が必要なホームも多くなっています。入居されている方が安全に安心して快適に暮らせるよう環境を整えていくことも大きな課題と考えます。必要に応じてホームの改修や整備を引き続き行っていきたいと考えます
現在グループホームで対応している利用者さんの通院支援が増えてきている事も大きな課題です。通院での引率の効率化を試みます。併せて定期的な健康診断を行うことで大きな病気の早期発見に努めていきます　
ここ数年世話人、夜間支援員の確保が常に課題として挙がっていますが、世話人さんや夜間支援さんの高齢化に伴い今後も人員確保のため努力を続けていきます。また、支援者たちの人権・虐待防止研修を今年も行い、私たちは福祉のプロであるという意識を高めるため、積極的に学習できる環境も作っていきます。
　私たちは、人対人で毎日の仕事や生活を送っています。利用者間や支援者間でもお互いを認め合い、高めあえる関係を築いていけるような関係性を作っていけるようにします。
「日中サービス支援型」
各作業所と連携して、日中活動への参加を行いながら、利用者の生活の場所としての機能の充実や、余暇支援を通しての生きがいの提供など、利用者が自分で選択して、その人らしい人生を送れるように支援していきます。また残存機能を出来るだけ維持して、より豊かな生活ができるように、周辺の地域資源などを活用していきます。居室についても利用者の意志を尊重したり、周囲の人との調和を図るなどの配慮を行い、暮らしやすいホームの形成に努めていきます。
「短期入所」
日中支援型グループホームに併設される短期入所で、合計6名の方の受け入れが可能です。家族状況や、本人さんの状況に応じて短期間及び、定期利用、緊急受け入れなど夜間支援員や世話人と協力し、安心して過ごせる場所の提供を目指していきます。
【送迎】

・引き続き始業前・退勤時のアルコールチェックの徹底を最大の目標(必須事項)として施設全体で取り組む
　・就労支援事業所のアルコールチェック検知器の使用期限が終了するため新規導入
　・車検２１台、事業に支障がないよう車検依頼の調整
　・９号車　デラックスハイエースね７０２９（３６万㎞走行）
劣化に伴う修理費増加、維持について早急に検討が必要
　・各事業所と密な情報共有・相談・調整を行いご利用者に満足してもらえる送迎の提供
　・車両管理の仕組み改善し、車両整備の実施
　・専任の車輛管理者の配置（要望）
１０　ボランティア等の受け入れ

施設を開かれたものにしていくためにも、地域通貨を導入し作業所やイベント等積極的にボランティアの受け入れを行います。また、利用者の個別支援に対しても、地域通貨を利用したボランティアを募ります。小国町社会福祉協議会のシルバー人材センターやボランティアセンターとも連携を模索していきます。その他、「ふくし夏まつり」では、今年度も約300人のボランティアスタッフに協力を依頼する計画です。スペシャルオリンピックの事務局として、スポーツを通して障がい者の生活の質を向上させる取り組みを継続し、ボランティアとの協働を行います。
その他、広がる耕作放棄地を少しでも再生するために、農家と都市住民との交流を活性化する仕組みを、小国町産業課とも協議しながら構築していく計画です。

１１　家族（保護者・後見人等）との関係

　利用者自身による契約に限界があることから、身元引受人となる家族等との関係は、個別支援計画の同意、記録等の閲覧などこれまで以上に重要になります。成年後見制度の申立が必要なケースも増えて来ています。
帰省についても、家族のご都合が優先される自由帰省であることから、利用者と家族の絆が希薄にならないよう支援が必要です。そのためにも、家族参加の行事、施設機関紙の発行等親密な関係づくりに力を入れていきます。年度末には、利用者・保護者・担当職員による三者面談を実施します。

また、令和６年度も、地域福祉の拡充に欠かせない住民の理解と、人権啓発等を目的にした講演会の開催を計画したいと思います。
１２　職員研修
〇令和６年度施設内職員研修
	日　付
	研修名
	講　師
	内　容

	4月
	新任職員研修
	サポートセンター悠愛職員
	新任研修カリキュラム

	5月
	普通救命講習
施設内研修①
	阿蘇広域消防北部分署
社会福祉士
	ＡＥＤの使用方法
スキルアップ研修

	6月
	普通救命講習
施設内研修②
	阿蘇広域消防北部分署
社会福祉士
	ＡＥＤの使用方法
スキルアップ研修

	7月
	普通救命講習
施設内研修③
	阿蘇広域消防北部分署
社会福祉士
	ＡＥＤの使用方法
スキルアップ研修

	8月
	施設内研修④
	社会福祉士
	スキルアップ研修

	9月
	救急救命講習
施設内研修⑤
	阿蘇広域消防北部分署
社会福祉士
	ＡＥＤの使用方法
スキルアップ研修

	10月

	救急救命講習
施設内研修⑥
	阿蘇広域消防北部分署
社会福祉士
	ＡＥＤの使用方法
スキルアップ研修

	11月
	施設内研修⑦
	社会福祉士
	スキルアップ研修

	12月
	施設内研修⑧
	社会福祉士
	スキルアップ研修

	1月
	施設内研修⑨
	社会福祉士
	スキルアップ研修

	2月
	施設内研修⑩
	社会福祉士
	スキルアップ研修

	3月
	施設内研修⑪
	社会福祉士
	スキルアップ研修


１３　会議　

	合同会議
	全員
	月1回

	法人運営会議
	会長、副会長、事務局長、統括施設長、施設長、
	月1回

	運営会議
危機管理委員会
	統括施設長、施設長、看護師、主任、　　　栄養士、
	月１回

	ケース検討会議
	主任、生活支援員他
	月１回

	ケア会議
	サービス管理責任者が招集
	随時

	サービス調整会議
	相談支援専門員が招集
	随時

	棟会議
	主任、保育士、生活支援員他
	随時

	体育委員会
	委員
	月1回

	防災安全委員会
	委員
	月１回

	給食委員会
	委員　栄養士　
	月１回

	研修委員会
	委員
	月１回

	広報委員会
	委員
	月１回

	調理場会議
	栄養士、調理師
	月１回

	年間行事委員会
	委員
	月1回

	衛生委員会
	委員長　産業医　衛生管理者　職員代表２名
	月１回

	サービス向上委員会
	統括施設長　施設長　主任　委員（2名以上）　第三者委員
	年2回

	感染対策委員会
	施設長　看護師　産業医　主任　栄養士
	年２回

	身体拘束適正化検討委員会
	施設長　各棟主任　看護師　
	年1回

	人材育成委員会
	各棟委員・メンター
※メンターは、各棟からの選任
	月1回


１４　委員会活動
研修委員会　　　
令和6年度も保健福祉振興財団による研修を実施します。利用者の皆さんの尊厳を守りサービスの低下を招かないよう知識や援助技術の更なる習得を行います。また、サポートセンター悠愛の職員として社会に貢献できるよう人材の育成、組織全体の意識の向上に努めます。研修内容は、法令順守・人権擁護、虐待防止、感染症予防、ビジネスマナーや接遇、知的・発達・精神障害の特性理解等を考えています。
　人材育成の観点では、OJTの考えを体系的に実施できるよう計画立てます。施設内研修での学びを実務に般化し、知識に基づいたスキルの体得へ繋げます。
救急救命講習も昨年度に続き、年間５０名程度が受講できるように計画を立て、実施していきます。
広報委員会　　　　
現行の時期及び回数で悠愛だより・快晴を発行していきます。
ご利用者のご家族・関係者や地域住民まで幅広く事業内容を理解していただく。そうすることで様々な方の事業理解が深まり、ご利用者が地域で生活しやすくなるように情報を発信していきたいです。
年間行事委員会　
令和6年度もご利用者の皆さんが望む、楽しい内容の行事を計画して参りたいと思います。
　　4月・・お花見を兼ねた権現祭
　　7月・・夏の暑さを乗り切るためのスタミナ会（給食委員会と合同）
　　9月・・お月見を愛でる観月会
　　10月・・秋季旅行
　　11月・・秋季旅行
　　12月・・一年の労をねぎらう忘年会

◎秋季旅行
　　7月・・・行案作成（宿泊・日帰り）
　　8月・・・行希望調査（夏の帰省時、保護者に配布）
　　8月末・・行コース日程決定（9，10.、11月に渡り日程を組むが、ＧＨは12月までずれ込む可能性あり）
コスモス会　　　
職員福利厚生　職場改善委員会（労働委員会）
衛生委員会　　　　

年２回の健康診断の実施
　健診結果で異常のあった人への指導。産業医からの説明をしていただく。
　ストレスチェックの実施　　高ストレス者への対応
　新型コロナウイルスの予防ワクチン、インフルエンザ予防ワクチン接種の奨励
防災安全委員会

消火器、非常ベル、懐中電灯等の点検。入所者の顔写真の作成。
・非常通報装置の取り扱いの説明。消火訓練の実施。
・毎月避難訓練を実施し避難誘導の手順の徹底。
・緊急連絡網の更新整備。
・業務継続計画（ＢＣＰ）の運用
サービス向上委員会

　サポートセンター悠愛虐待防止対応規定に定められたサービス向上委員会（虐待防止委員会）を開催し、各主任が窓口になっている苦情や虐待通報書を検討して虐待防止策を講じる。
感染対策委員会
　感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の徹底を求める観点から、事業者の取組として、次の3点が義務付けられた。経過措置後、令和6年4月1日から義務化される。
①　感染対策委員会の定期開催及び結果の従業者周知徹底
②　指針の整備
③　定期的な研修・訓練の実施
身体拘束適正化検討委員会
　身体拘束等の適正化の更なる推進のため、施設・事業所が取り組むべき事項として、次の3点が義務付けられた。
①　身体拘束適正化検討委員会の定期開催及び結果の従業者周知徹底
②　指針の整備
③　定期的な研修の実施

危機管理委員会

　事故報告書やニアミス・ヒヤリハット報告書を分析して、再発防止策を検討する会議。施設運営会議で再発防止や改善策を検討して、合同会議で周知している。
人材育成委員会
令和6年度も福祉に携わる専門職としての自覚を持ち、共に学び、共に成長する事を目標に委員会活動をしていきたいと思います。
まずは、「虐待防止」について対人援助サービスは、トレーニングと経験が必要である事、誰でも不適切なケアや対応をしてしまう可能性がある事を「虐待防止事例」を各部署から出していただき、グループワークを通してお互いの考えを深め、主任にスーパーバイズをしていただく。他事業所間の交流・意見交換・学びの場所としたいと思います。
質の良いサービスの提供ができる人材の育成という点では、「メンター制度」を継続し、新人の職員の面談、相談に対応して、不安なく仕事をしていただける環境づくりに協力していきたいと思います。「ОＪＴ制度」については、研修委員会の方で担っていただくことになり、お互い協力し行っていきたいと思います。
また、「事業所見学研修」は、今年度も実施していきたいと考えています。行事予定と重ならない時期の設定を行い、見学だけでなく、実習が出来れば実施したいとも考えています。
その他「自主勉強会」を数回行いたいと考えています。内部の研修の充実を図り、資格の取得や、スキルの向上を行いたいと思います。
１５　防災関係

令和5年度に新たに日中サービス型グループホームが開所し、小国郷のグループホームが24棟となった。サポートセンターの事業拡大に伴い、例年避難訓練の実施回数が増えてきているが、令和6年度からは一ヶ月あたり2回以上の避難訓練を実施する予定である。これは5年前と比較すると2倍近い数字となり、時間帯もずらして実施しないといけないため、現在の各事業所に配置された防災委員会だけでは全てをとりまとめていくことが困難になってきている。このことから、避難訓練実施月の各事業所においては実施主体であることを鑑み、これまで以上に当日の職員配置や危険箇所・避難経路の確認等の事前準備に目を向けてもらいたいと考えている。
また、日中サービス型グループホームでは年1回総合避難訓練を行う必要性があるため、今年度から防災委員会で水消火器を導入する。消化器訓練がより身近なものになるように、企画立案し実施していきたい。

◆避難訓練実施の目的
施設利用者の大半は災害弱者であることから自力での迅速な避難が難しいため、被害を最小限に食い止めるためには、施設職員の災害や避難に関する知識習得及び研鑽、そして迅速に判断する対応力が求められる。そこで、防災委員会が主となり、避難訓練年間計画を策定し、各事業所が円滑に毎月の避難訓練が実施できるよう調整を行う。各事業所は、毎月の避難訓練の中で、機器の操作や災害時の避難方法を学び、日々の防災意識の向上に繋げる。また利用者においては、避難手順や避難ルートを知り、安全に且つ迅速に避難ができるように経験を積む。

◆概要
・毎月、火災避難訓練を実施する。
・定期的に消化訓練を実施する。
・年一回、夜間総合避難訓練を実施する。
・ハザードマップに該当する地域のグループホームでは、土砂災害避難訓練を実施する。
・人命救助の重要な指揮を執る職員は、実際に火災報知器や館内放送等の設備操作を行い理解に繋げ操作手順を習得する。
・防災意識を高めるため、動画による勉強会や防災啓発活動を行う。
・防災設備や危険箇所の点検は、各棟の防災委員会が担い、防火管理責任者とその改善に努める。
・令和6年度緊急連絡網を防災委員会で作成する。
・地域支援員を選出し周知する。
・BCPを策定し、随時見直しを図る。
【　年間計画　】
	実施月
	火元場所
	実施内容
	実施事業所

	4月
	厨房
	火災避難訓練
	第一・第二悠愛

	
	GHブルースター
	総合避難訓練
	グループホーム事業所

	5月
	悠希寮
	火災避難訓練
	第一・第二悠愛

	
	陽なたぼっこ
	総合避難訓練
	陽なたぼっこ

	6月
	防災ＤＶＤ鑑賞
	消火訓練
	第一悠愛

	
	GH７箇所
	土砂災害避難訓練
	グループホーム事業所

	7月
	来未寮
	火災避難訓練
	第一・第二悠愛

	
	GH星野
	総合避難訓練
	グループホーム事業所

	8月
	そよかぜ寮
	火災避難訓練
	第一・第二悠愛

	
	柿の木授産作業所
	総合避難訓練
	柿の木授産作業所

	9月
	くれぱす
	火災避難訓練
	第一・第二悠愛

	
	GH明星
	総合避難訓練
	グループホーム事業所

	10月
	悠工房
	総合避難訓練
	悠工房

	
	本館厨房
	夜間総合避難訓練
	第一・第二悠愛

	11月
	来未寮
	火災避難訓練
	第一・第二悠愛

	
	GH山風音、陽音
	総合避難訓練
	グループホーム事業所

	12月
	園内授産作業所
	火災避難訓練
	第一・第二悠愛

	
	旧万成小学校
	総合避難訓練
	日中活動支援センター

	1月
	悠希寮
	火災避難訓練
	第一・第二悠愛

	
	GH星野
	総合避難訓練
	グループホーム事業所

	2月
	くれぱす
	火災避難訓練
	第一・第二悠愛

	
	GH悠華
	総合避難訓練
	グループホーム事業所

	3月
	そよかぜ寮
	火災避難訓練
	第一・第二悠愛

	
	GH明星
	総合避難訓練
	グループホーム事業所


（諸注意）
　　＊緊張感を持って、実践的に参加する。

　　＊避難時の注意事項（ハンカチ、大声等）は職員が意識を持ち、毎回実践する。

１６　体育関係
体育委員会では余暇活動支援のひとつとして、障がい者の体力増進や健康維持、競技力の向上を目的として活動をしています。
スペシャルオリンピックス 小国ブランチの運営を担い、【フロアボール】【フロアホッケー】【ボッチャ】のプログラムを実施します。【フロアボール】は、令和5年4月より開始しています。次年度は【フロアホッケー】または【フロアボール】を実施できるように調整します。【ボッチャ】については小国支援学校主催の大会(小国カップ)があるので、広く参加者を募ります。また、生活介護や余暇時に日常のスポーツ活動として取り入れられよう提案を行います。
スペシャルオリンピックス熊本(以下、ＳＯＮ熊本)にサポートセンター悠愛として団体加盟をします。団体賛助加盟料の1万円を４月に納入する予定です。また、個人会員加盟の依頼がありました。賛助会員の加入が義務となったので、その旨を参加者へ丁寧に説明し納得いただければと考えております。　　
小国ブランチでのプログラム参加は随時受け付けています。通年実施となるのでプログラム開始の1月は新規の方に対して説明会を実施します。継続して参加される方に関しては更新時期(11月～12月)に参加意思の確認を行います。認定コーチの確保が課題となるので近隣でコーチクリニックが開催される場合は積極的に参加していきます。職員や地域住民に対し、ボランティア参加を呼びかけsoの認知度を高めていきます。
　ユニバーサルフロアホッケー九州大会へはボランティアを募り、選手として参加できるように調整し、フロアホッケーの面白さを伝えるために尽力します。ユニファイドスポーツの楽しさを知ってもらう良い機会となるように情報を各方面へ伝えていける様に努力します。
　このほかにも大会案内に基づき、参加者を募ります。
　5月に開催されるくまもと障がい者スポーツ大会参加希望者を2月辺りから募り、大会参加します。くまもと選手団に選出される方がいた場合、全国大会への引率の要請があるので調整します。
　施設協会主催行事には実行委員として参加します。担当者を決めますが、勤務の調整が困難な場合は代理の者を派遣します。第11回阿蘇・菊池地区きらめきフェスティバルがくんわの里を事務局として阿蘇市で開催予定です。また、同時期に開催される熊本県施設親善スポーツ大会へ参加します。
　利用者の自己実現のひとつであるマラソンなどの大会参加については大会情報を収集し情報提供を行います。利用者個別の参加希望については利用者本人と担当者が相談し、サービス管理責任者が個別支援計画にあげているものについて、依頼を受けた場合に体育委員会が立案します。
　このほかにも他団体から要請があり、統括施設長が承認した場合、競技役員などに参加します。
　施設行事として小国町駅伝大会へ参加します。駅伝の練習を１か月前より週に１回程度実施します。土曜日の午前中を予定しています。南小国町駅伝大会へはボランティア参加します。
	
	　　　　　　　　　　内容
	　　　　　　場所

	4月
	スペシャルオリンピックス（フロアーボール・ボッチャ）
	小国支援学校体育館

	5月
	スペシャルオリンピックス（フロアーボール・ボッチャ）
障がい者スポーツ大会
	小国支援学校体育館
えがお健康スタジアム

	6月
	スペシャルオリンピックス（フロアーボール・ボッチャ）
	小国支援学校体育館

	7月
	スペシャルオリンピックス（フロアーボール・ボッチャ）
	小国支援学校体育館

	8月
	スペシャルオリンピックス（フロアーボール・ボッチャ）
	小国支援学校体育館

	9月
	きらめき大会
小国カップ（ボッチャ）
	菊池市総合体育館
小国ドーム

	10月
	スペシャルオリンピックス（フロアーボール・ボッチャ）
身体障がい者体育大会
熊本県施設親善スポーツ大会
	小国支援学校体育館

	11月
	ユニバーサルホッケー九州大会
熊本県障がい者ペタンク大会
	

	12月
	スペシャルオリンピックス（フロアーボール・ボッチャ）
	小国支援学校体育館

	1月
	スペシャルオリンピックス（フロアーボール・ボッチャ）
	小国支援学校体育館

	2月
	スペシャルオリンピックス（フロアーボール・ボッチャ）
南小国町駅伝大会
	小国支援学校体育館

	3月
	スペシャルオリンピックス（フロアーボール・ボッチャ）
小国町駅伝大会
	小国支援学校体育館


１７　医療関係

　・５月と１０月に健康診断を実施
　・口腔衛生

　　阿蘇きずな歯科の協力により、毎週金曜日に往診に来ていただき　　　　歯石除去や口腔内清掃を行う。

基本方針　

　健康で健やかに過ごせるように援助する

【第二悠愛】
看護目標

　疾病の予防・早期発見に努める。また、体力の維持や残存機能の保持に努める。

実施計画

（1） 健康状態の把握

1 年２回の健康診断（５月、１０月）

2 毎月の歯科検診

3 夜勤者・当直者・支援員より利用者の状態の申し送りを受け、健康観察を行う。必要があれば病院受診をする。

4 毎月体重測定を行う

5 利用者の体調により、管理栄養士や支援員と治療食の提供や食事の工夫を行う。

6 入浴後の軟膏塗布　皮膚状態の観察を行う

（2） 定期内服者の状態観察

1 基礎疾患のある利用者の状態報告と定期受診

2 定期受診または、往診時に主治医への正確な報告

3 副作用および異常の早期発見

（3） 感染症予防

1 新型コロナウイルス感染拡大防止　基本的な感染対策の徹底

2 インフルエンザ予防接種（希望者）

3 次亜塩素酸ナトリウムによる寮内の清掃

4 感染性胃腸炎が発生した場合、または嘔吐や下痢があった場合は、マニュアルに沿って塩素を使用した処理を行う。

5 利用者・職員の手洗いの励行

6 食事前には、手洗いとアルコールによる手指消毒

7 白癬の感染拡大防止に入浴後の軟膏塗布

8 年１回の館内消毒

（4） 各職種との連携

1 支援員・栄養士・調理員・主治医・家族との連絡を密にし利用者のニーズに沿った看護を行う。

１８　給食関係

事業方針
1：食事を通し健全な心身を作るとともに、利用者の嗜好も配慮し、あたたかい家庭の雰囲気が出るように心掛ける。
2：食品衛生に細心の注意を払う。

事業内容

1 　手作りの料理
2 　行事食の実施

3 　嗜好調査　(7月)

4 　残食調査

5 　生活習慣病のための栄養指導

6 　栄養状況報告書提出（4月）

7 　特別食の提供アレルギー対応等

8 　栄養ケアマネジメント（概ね3か月毎の見直し）

衛生・安全管理

1 　検便（月1回）＋10月～3月（ノロの検査）
2 　食品の在庫管理→在庫管理表

3 　食器漂白、器具消毒→随時

4 　まな板・包丁の消毒→消毒保管庫

5 　調理室、食堂の清掃→毎日、月に1回は大掃除

6 　保存食→－20℃で2週間以上冷凍保存

7 　検食の実施→検食簿に記入、厨房職員で確認、検討

8 　中心温度計の活用・記入

9 　害虫、雑菌駆除→月に1度業者が行う。年1回全館消毒

10 　衛生管理の徹底

11 　食器の交換補充

「令和６年度　給食年間計画表」
	
	行　事
	行事食
	計　画

	4月
	花見
	花見弁当、誕生会

弁当の日
	検便、害虫駆除、定期清掃、給食委員会

栄養状況報告書、調理室会議

	5月
	
	誕生会、子どもの日

弁当の日
	検便、害虫駆除、定期清掃、給食委員会

調理室会議

	6月
	
	誕生会

弁当の日
	検便、害虫駆除、定期清掃、全館消毒

給食委員会、調理室会議

	7月
	スタミナ会
	誕生会、土用丑の日

スタミナ会、弁当の日
	検便、害虫駆除、定期清掃、給食委員会

調理室会議、嗜好調査

	8月
	ふくし夏まつり
	誕生会

弁当の日
	検便、害虫駆除、定期清掃、給食委員会

調理室会議

	9月
	観月会
	誕生会、観月会

弁当の日
	検便、害虫駆除、定期清掃、給食委員会

調理室会議

	10月
	
	誕生会

弁当の日
	検便、害虫駆除、定期清掃、給食委員会

調理室会議、

	11月
	
	誕生会

弁当の日
	検便、害虫駆除、定期清掃、給食委員会

調理室会議

	12月
	クリスマス会
	誕生会、弁当の日、　クリスマス会

餅つき、大晦日
	検便、害虫駆除、定期掃除、給食委員会、調理室会議、大掃除

	1月
	正月
	おせち料理、

誕生会、弁当の日
	検便、害虫駆除、定期清掃、給食委員会

調理室会議

	2月
	
	誕生会、鍋の日

弁当の日、節分
	検便、害虫駆除、定期清掃、給食委員会

調理室会議

	3月
	
	誕生会、ひな祭り

弁当の日
	検便、害虫駆除、定期清掃、給食委員会

調理室会議、


１９　相談支援・関係者ネットワーク
・昨年、新型コロナウィルス感染症が5類感染症に移行したことを機に対面での研修会や会議に参加する機会が増えてきました。職員のスキルアップを目指し、関係機関との情報の共有を図り密な連携を取っていきたいと思います。
・特定相談に関連する業務を遂行して行政・医療・各関係機関との連携を図っていきます。また、利用者や家族のニーズに沿った計画書作成に努めてサービスを利用する方の満足度を高めていきます。
・悠愛内の各事業所のサービス管理責任者と話し合いの場を設けて利用者にとってどのような支援が適切であるのか？利用者にとって満足といくものになるのか？など協議をしてサービス等利用計画や個別支援計画に反映させて職員の意思の統一の下に支援に取り組んでいきます。
・今後も定期的に第二悠愛相談支援事業所ケース会議を実施して利用者状態や支援状況の確認を行い、情報の共有を行っていきます。また、相談支援専門員が一人で悩みを抱え込まない様に連携を図れる機会としていきます。
・小国郷医療福祉安心ネットワーク会議に参加をする事で小国郷内の全ての医療と福祉、行政等の関係機関と顔の見える関係を築くことでスムーズな連携構築を図っていきます。
・行政及び関係機関との連携を図り一般相談の受付や必要な支援、また生計困難者レスキュー事業を展開していきます。
・小国町地域活動支援センターでは、身体・精神・知的障害を抱え地域社会との繋がりを持つことが難しくて孤立してしまった人等に対して日中の居場所作りや生きがい、日常生活での困りごと等を相談できる機会を提供して地域社会との交流を促進することを目的に今後も利用者の希望を伺い、今まで以上に様々な活動プログラム（創作・運動・買物・外食・季節の行事・地域イベントへの参加など）や生活支援プログラム（作業体験・日常生活訓練・相談など）を計画して利用者間の交流や楽しみに繋がるように取り組んでいきます。また、情報発信の手段として広報誌の発行も検討していきたいと思います。
２０．事務関係
①　適切な事務引継ぎ
　　経理処理について、事業拡大及びインボイス制度の導入、支出データのシステムへの直接入力など、仕事の量や内容が増加及び変化し続けている中で、引継ぎを行っていくことになるので、職員間で十分に意思の疎通を行いながら、適切な事務分掌を構築しながら進めていきたい。

　　また、各事業所との連絡をとりながら、増加し続ける事務処理の簡素化を図り、より効率性の高い事務処理を目指す必要があると考えている。

　②　利用者の金銭管理

利用者の金銭管理においては、複数の金銭管理を依頼されるケースの増加や、通所利用者（一部）の金銭管理も行わなければいけないようになっているため、今後、金銭トラブルを未然に防ぎ、安全で適切な管理をしていくための通帳及び金銭管理の方法（事務分掌及び対策等）について各施設長及び各主任と検討しながら改善していきたい。

③　適正な予算執行（要望）

　当初予算に計上していない経費の支出が目立つので、予算計上する時期に各拠点において綿密な計画および見通しを立てて、社協全体のバランスも考慮した予算作成を行う必要がある。

④　太陽光発電

　　太陽光発電について、その後連絡が途切れているので再度業者との打ち合わせを行い、今年度中には設置のめどが立つようにしたい。

地域共生社会（ふるさと）
　「公的な福祉サービスがまだあまりなかったころ、障がい者の生活は家族によって支えられていた。農業や自営業から、雇用労働が主流になり、大家族から核家族が増えるにつれて、知的障がい者や精神障がい者は入所施設や病院へと収容されていった。
　自由やプライバシーのない集団処遇が否定され、地域生活へと施設の軸が移ってきた過程で重要な役割を果たしたのがグループホームだ。・・・特に知的障がいの人にとっては、入所施設でもなく家族との同居でもない『地域生活』といえばグループホームを意味していた。
　・・・補助金だけが目的のようなビジネス優先のグループホームが散見され・・・設立要件を厳しくし、利用期間を2年に限定した新制度を導入してはどうかという厚労省からの案が『通過型グループホーム』だ
　既存の事業者や障がい者団体から・・・『グループホームは暮らしの場であり、期間限定の訓練機関ではない』『2年で追い出されたら暮らしの場を失うことになる』との批判が上がっている。
　一方、・・・グループホーム利用者に今後の生活の希望を聞いたところ、『将来、グループホームを出て一人暮らしをしてみたい』が35.5％、『将来、グループホームを出てパートナーと暮らしてみたい』が30.8%で、いずれかを回答した人は、44.7%に上った。
　プライバシーを守られた自由な生活を知ってしまった現代人にとって、そうした住まい（グループホームなど）のあり方に飽き足らなさを感じるようになったとしても無理はない。障がいのある人がその例外であるはずもない。
　その時々の利用者本人の心境や好みの変化、更なる快適さや幸福を求め続ける人としての進化を認めるべきだと思う。
　・・・福祉事業を営む人々も過去の『成功体験』に縛られず、変わらねばならない。・・・福祉事業者側が声なき声をくみ取り、自ら変わっていく謙虚さと実行力を持たねばならないと思う。」（植草学園大学副学長　野澤和弘）
　障がい者の地域生活は、グループホームだけではなく、その先にもあります。私たちと同じように本来の地域生活へと移行する時期に来ています。小規模化と地域分散を推進してきたサポートセンター悠愛も、利用者のニーズや意思決定に従い、個別・夫婦・家族・同居支援という次なるステージを推進する必要があります。
　その一方で、孤独・孤立の弊害として、下記の指摘があります。
　「孤独・孤立して、相談する相手が少ないことは詐欺などの経済的な被害に遭う確率が上昇することが研究で確認されている。・・・
　人間の意思決定を説明する理論として『二重過程理論』がある。・・・人間の意思決定は、大脳辺縁系が制御する『情動・感情』と前頭前野が制御する熟慮機能の2つのシステムのバランスによって決まる。・・・普段から困難を感じている人は、ストレスによって前頭前野の働きが低下し、熟慮機能が十分働かない。
　ほかにも孤独・孤立は、社会性を失わせ、不条理な理由で社会への猜疑心をもち、熟慮ではなく、情動に任せて社会治安を揺るがすような事件を引き起こすリスクが高まるということも確認されている。」（慶応義塾大学教授　駒村康平）
　また、受刑者を取り巻く現状では、下記の指摘がある。
　「・・・刑法犯検挙者のうち再犯者の占める割合、いわゆる再犯率の上昇が顕在化している状況にあります。
　・・・再犯者の内訳をみると、実は満期釈放者（刑期が満了して出所）の割合が多い状況にあります。・・・
　満期釈放者についての特徴を見ると、・・・帰住先（社会復帰後の住居）が不明である者の割合は43.2%に上り、帰る先がない者が多いことがわかります。その他、・・・精神・身体上の配慮が必要な者の割合については、・・・満期釈放者全体のうち、72.8％と非常に高い状況にあります。
　・・・、刑務所に入所する者の半数以上は再入所者であり、再入所者には前刑期時に満期釈放となって出所した者の割合が高いことがわかります。満期釈放者の多くは住居がなく、何らかの精神的・身体的な障がいがある者が多いほか、受刑者に占める高齢者の割合も増えている・・・」（法務省　更生支援企画課長　佐々木陽介）
地域社会について、以下のような指摘があります。
　「・・・地域の人々による支え合いをテーマとする・・・勉強会の課題として提示されたのは、街の『ごみ屋敷』の事例であった。地域に長く住む方が数年前から自宅を『ごみ屋敷』にしたとして、近隣から行政に『火事になったら大変だからなんとかして欲しい』といった苦情が入るようになり、最終的に、本人を街の外の精神科病院に入院させることで、問題が『解決』したというものであった。・・・参加者が最もショックだったのは、その街に最期まで住み続けたいと願う住民が、同じ願いをもつ他の住民を街から追い出していることであった。・・・『私たちにできることは、認知症にならないように頑張ることだけです』という声が上がった・・・。
　・・・すなわち、彼らが住む地域における関係とは、互いに迷惑を掛け合わないように気を付けることで成り立つ関係であり、それができなくなれば街を出なければならない関係である・・・。
　・・・社会保障・人口問題研究所による『生活とささえ合いに関する調査』（2017）によれば、・・・『重要な事柄の相談』の相手として【近所の人】は、わずか1.3%にすぎない。そして、多くの項目で、【近所の人】への依存度は減少傾向にある。現代の日本社会では、近隣社会は、互いに弱みを見せられない他人同士としての性格を強めてきているのである。
　・・・地域社会において人々が互いに関わりあうにはさまざまな方法があるが、殊支え合いを可能にするためには、社会に『共感』の下地を作ることを通じて、人々の関係を再構築することが必要になる。・・・共感によって他者と接するとき、人は他者に生きる力とでもいうような活力を付与することができる。いわゆる『寄り添い』とか『伴走』と言われる支援が重要である理由はこの点にある。
　・・・このような共感的下地が社会に存在することで、職業支援者は、支援対象の人々をより容易に地域社会のさまざまな人々とつなぎ直すことができるようになるし、多くのボランタリーな支援者が地域社会から現れることになる・・・。
　・・・ある人がごみ屋敷を営む隣人に共感しても、それに対応する負担が自分に一身に降りかかる状況では、その共感を維持できないだろう。この時、地域社会は次のいずれかの対応をする必要がある。一つの選択肢は、負担のかかる部分については行政が責任を持つことである。もう一つの選択肢は、負担を負う隣人に対して機会費用分の対価を保証することである。・・・」（一橋大学教授　猪飼周平）
　つまり、障がい者の暮らしや活動拠点を、小規模化して地域分散していくだけでは、地域共生社会を実現することはできません。そこには、地域福祉を推進して人権を擁護するために、暮らしに寄り添い伴走してくれる専門職としての私たちの役割が重要になってきます。それが機能しなければ、弱者を排除して施設や病院に収容する社会に戻ってしまいます。
サポートセンター悠愛の事業が拡大したのは、地域住民である職員や業務従事者（世話人など）が協力者（共感者）として集い、利用者支援につなげてきたからであり、地域社会の賛同がなければ成り立たちません。社会に『共感』の下地を作り弱者を排除しない社会をつくるために、人々の関係を再構築することが職業支援者（職員）としての使命だということができます。
　また、福祉の生産性については、次のような指摘があります。
　「・・・2011年2月7日付の日経新聞では、医療・介護業界の労働者一人が生み出す付加価値は、他産業と比べて低い。だから『生産性が低い』のだと断定しています。しかし、自由価格である一般事業と、支払能力に応じてではなくニーズに応じてサービスが受けられることを重視し公定価格が取られる社会福祉事業を『付加価値生産性』で比較することは間違いです。
　・・・、社会保障費を増やすことをよしとせず、主流派といわれる経済学者が考えているように、『社会保障が経済の足を引っ張る』という前提があるように思います。これこそが大きな誤解で、社会保障を抑制することによって福祉が後退してしまうと格差はさらに拡大します。格差拡大によって経済成長が停滞するのだと、ＯＥＣＤも2014年の報告書で警鐘を鳴らしています。社会保障とは、誰もが安心して暮らすことができ、挑戦することができる社会をつくる≪経済のエンジン≫なのです。」（早稲田大学教授　松原由美）
　「・・・、私が以前から提唱しているのが、『灌漑施設としての社会保障』という考え方です。消費がある程度飽和して、そのうえ、将来への不安からお金を手元に置いておきたいという欲求が高まる社会において、経済を回していくために消費を喚起していく、あるいは循環を誘導していく政策は、きわめて重要な成長戦略になります。医療や介護のように、公共政策のもとで共同して提供体制を整えることで、効率的な基礎的消費部分を社会化し、国民に安心を与えて現金に対して意識する価値を低め、かつ、広く全国に有効需要を分配することが重要である、ということです。それはちょうど、アフガニスタンで医療支援を行っていた中村哲氏が、砂漠の地につくった灌漑施設に似て、絶え間ない水の流れが砂漠を青々とした緑の大地としたように、いまの経済活動に作用するのです。
　・・・社会保障は経済活動にプラスにはたらいており、社会福祉事業を担う皆さんは、地域の社会福祉を推進していくための重要な役割を担っています。」（慶応義塾大学教授　権丈善一）
　生きることに困難を感じている人々に、福祉サービスを提供する私たちの役割（使命）は、地域社会に安心を広げることです。これが、地域社会を活性化させて、将来への希望を育むことにつながっていくはずです。私たちが自立していくときに、『ふるさと』や『家族』という安心から、次のステップへとチャレンジするための希望や勇気が生まれたはずです。児童施設から巣立ち制度によって関係を断たれた者が、その安心を持たないがために孤立し大きな苦悩を抱き、道を踏み外すことがあることはよく知られています。長い時間を重ねて持続することでしか育むことができない『ふるさと』や『家族』は、どんなに莫大な金銭を積まれても買うことはできません。金銭で交換できる一時的な快楽の先には、持続する安心や希望はありません。会社が多く若者が集う活力ある都市部より、高齢化と人口減少に喘ぐ地方の出生率の方が高いのは、こうした理由があるのかもしれません。
ネット社会が浸透して、大量生産・消費というシステムによる収益と雇用（人口）が大都市圏に集中して都市化が加速する中、少子高齢化や人口減少により衰退していく地方。特に、1次産業である農林漁業の衰退は著しく、これにより私たちが失おうとしている事の重大さを知っている者は少数です。資本主義経済に安住する大多数はＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を唱えて利潤に結び付けることに注力しています。私たちは、目先の利益（貨幣）のために、本当の豊かさを失おうとしています。
小国町に限らず農業は、高齢化と就農者不足で衰退の一途をたどっています。大豆工房「小国のゆめ」で農福連携事業を開始した時、トラクター等の農機具をはじめ莫大な設備投資が必要で、生産物だけでは収益を確保できないことがわかりました。農家の後継者であれば土地や技術、道具類を継承できたとしても、新規参入者の就農と経営安定化までのハードルが高く、農業の衰退を止めることは困難だと感じました。
　ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）による視点から、資本主義経済による利潤追求型の大量生産・大量消費モデルは、南半球を中心にした開発途上国の森林等を破壊して、大資本による農作物の大量生産によって支えられていることが明らかになっています。大量に生産される安価な農作物は、土地を砂漠化し次々と豊かな土地を破壊していきます。「短期的な利潤のために、持続可能性を犠牲にする不合理な農業経営は、多くの化学肥料や農薬、抗生物質を必要とし、これらの化学物質も環境へと流出して生態系をかく乱していきます。」
　そして、この大量生産が、都市部の大量消費を支えています。その結果が、日本の小規模家族農業に壊滅的な打撃を与えました。大資本が投入された安価な農産物に圧されて、農業経営は機械化という投資と競争による価格低下（薄利）を余儀なくされました。小国町の郊外に広がる耕作放棄地は、後継者を失った農業という単純な構図ではなく、利潤追求型の資本主義経済の世界的な浸透が根本的な原因です。
　2022年7月に逝去した農民作家山下惣一氏の著書には、「統計によれば世界の小規模、家族農業は農業資源である土地、水、化石燃料の25％の利用で世界の食料の70％を生産しているという。一方、先進国の工業的大規模農業は農地の70～80％、水資源、化石燃料の70％を使用して世界の食料の30％しか産出していない」と記載されています。世界の農業の90％を占めている小規模・家族農業こそが、資源収奪型・環境破壊型農業から転換して、持続可能な農業を実現し地域文化を継承していく唯一の方法であるとしています。
　「農業はもうからない。そもそも第一次産業にもうけはない。私たちが農産物と引き換えに得ているのは『対価』であってけっしてもうけではない。これはサラリーマンが給料をもうけとはいわないのと同じである」（山下惣一）。この『対価』の中に、生産する喜び、継承する文化、ふるさとなど、普遍的で崇高な価値があるといいます。
今一度地域資源循環型農業を維持・推進するには、小国町に残っている小規模家族農業を再興する仕組みを作ることです。これは、特色ある小国の文化（ブランド）を守る取り組みでもあります。
2019年12月4日、アフガニスタンで凶弾に倒れた中村哲医師は、干ばつと戦乱、そして飢餓に苦しむアフガニスタンの人々に、治療より水と食料が必要だと、1,600本の井戸を掘り、65万人の命を支える用水路を建設しました。
　中村氏は、かつて肥沃な穀物地帯であったアフガニスタンの窮状の原因が、戦乱などの主戦場であるからではなく、温暖化を軽視する経済至上主義がもたらしたものであることを指摘しています。
「それは自然を無限大に搾取できる対象と見なし、科学技術信仰の上に成り立つ強固な確信」であって、「もはや推論ではない」。「治安悪化の著しい地帯は、完全に干ばつ地図と一致する。その日の食にも窮した人々が、犯罪に手を染め、兵員ともなる。そうしないと家族が飢えるからだ。」
「2003年に開始された用水路の建設は、2009年の夏、ここガンベリ砂漠で最後の難関に差し掛かっていた・・・・過酷な自然環境の中で約400人の作業員が難工事に挑み、泥まみれで働いた・・・
作業員は全て近隣の農民で元難民、干ばつで農地を失い、故郷を離れていた者たちである。・・・水が来るという噂を聞いて希望を持ち、故郷に戻った者が多かった。
彼らの願いはただ二つ、一日3回の食事がとれること、家族一緒に故郷で暮らせること、それだけだ。」
「ガンベリ砂漠は今、平和な静寂が支配している。かつて荒涼たる水無し地域だった原野は、深い森が覆い、遠くで人里の音・・・子供たちが群れ、牛が鳴き、羊飼いたちの声が、樹々を渡る風の音や鳥のさえずりに和して聞こえる。」
「我々はつい教育の重要性を説くあまり、地域に根差す豊かな文化を忘れがちだ。経済的な貧困は必ずしも精神の貧困ではない。識字率や就学率は必ずしも文化的な高さの指標ではない。
『これで生きられる』という、あの安堵の叫びの中に、自信と誇りが込められていたと思えてならない。」
「国土を省みぬ無責任な主張、華やかな消費生活への憧れ、終わりのない内戦、襲いかかる温暖化による干ばつ・・・終末的な世相の中で、アフガニスタンは何を啓示するのか。見捨てられた小世界で心温まる絆を見出す意味を問い、近代化のさらなる彼方を見つめる。」（「希望の一滴」中村哲著）
私たちは、『灌漑施設としての社会保障』として、家族のように障がい児者の暮らしに寄り添うと共に、小国郷に安心と希望を届けることができるように、空き家に明かりを点し、耕作放棄地を耕し、従業者（共感者）を雇い、地場産業と共存し、地域共生社会（ふるさと）を作っていくことを目指します。それが、サポートセンター悠愛の使命と誇りだと言えるように。
	
	行　　　　事
	余暇支援など
	　どげん会・地域

	４月


	花見
	レクリエーション

誕生会
スペシャルオリンピックス
	花見会
ＧＨレクリ

	５月


	連休休暇

障害者スポーツ大会
	レクリエーション

誕生会
スペシャルオリンピックス
	ＧＨレクリ

	６月


	
	レクリエーション

誕生会
スペシャルオリンピックス
	ＧＨレクリ

	７月


	スタミナ会（焼き肉）
夜市
	レクリエーション

誕生会
スペシャルオリンピックス
	納涼会

（旅行の行先決定）
ＧＨレクリ

	８月


	ふくし夏まつり　　3日
お盆休暇
	レクリエーション

誕生会
スペシャルオリンピックス
	

	９月


	観月会
障害者親善スポーツ大会
	レクリエーション

誕生会
スペシャルオリンピックス
	ＧＨレクリ

	１０月


	ふるさとの秋祭り

秋季旅行
	誕生会
スペシャルオリンピックス
	旅行

	１１月


	文化祭

秋季旅行
	レクリエーション

誕生会
スペシャルオリンピックス
	旅行


	１２月


	人権フェスティバル

忘年会

年末年始休暇
	誕生会　クリスマス会
餅つき

スペシャルオリンピックス
	ＧＨレクリ

	１月


	成人式

鍋の日
	レクリエーション

誕生会　鏡開き
スペシャルオリンピックス
	新年会
ＧＨレクリ


	２月


	鍋の日
	レクリエーション

誕生会
スペシャルオリンピックス
	買物レクリ



	３月


	小国町駅伝大会

三者面談
お別れ会
	誕生会
スペシャルオリンピックス
	ＧＨレクリ


【令和６年度行事計画】
施設長（管理者）





施設長（管理者）








地域支援係


陽だまり（定員7名）


あすなろ（定員5名）


悠華（定員5名）


山風音（定員7名）


陽音（定員7名）


星野（定員10名）+4名


ブルースター（定員8名）+1名


明星（定員10名）+1名


短期入所事業併設


住居8棟　定員59+6名





地域福祉係


悠愛ホーム（定員5名）　たんんぽぽ（定員5名）　　　悠音（定員5名）　秋桜（定員2名）風音（定員5名）　せせらぎ（定員5名）　フットパス（定員4名）　　　　すみれ（定員3⇒2名）　蓬莱（定員2名）　　　　　　　　鉾杉（定員2名）　きよらの家（定員4名）　　　　　　スマイルマウンテン（定員4名）　　　　　　　　　　ひまわり（定員4名）　ステップワン（定員5名）　　　　　　わいた荘（定員4名）　晴るかす（定員5⇒4名）








　　　　　　　住居16棟　定員　62名





施設長（兼務）


　　※令和6年度専任化





就労支援係


サービス管理責任者（主任）　1名


　　　　　　　　　　副主任　1名


　就労移行支援事業（定員6名）


　就労継続支援Ａ型事業（定員20名）


高齢者等向け配食サービス


行事用弁当（お斎など）


農福連携レストランすずかれん


わろく屋豚カツ仕込み受託


地熱豚足の製造・販売


おから茶の製造・販売


移動販売


「薬味野菜の里」店舗運営


「すずかれん」ブランドの確立





農福連携係


サービス管理責任者（主任）　1名


　　　　　　　　　副主任　　1名


就労継続支援Ｂ型事業（定員34名）


鶏卵事業・精肉部門


農福連携事業


豆腐等製造販売


味噌・納豆・黄な粉の販売


（七福醤油・カントリーママ等とのＯＣＭ）


豆乳プリン・シフォンケーキ


乾燥野菜など商品化・販売


公共施設清掃業務


農福連携レストラン天空の豆畑


「小国のゆめ」ブランドの確立
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